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 凡例 
 1　災害対策法令一覧表の各法令には配列の順番を示す番号をつけ，題目のあとに発布年月日と法令番号を括弧に
入れて示した。発布年月日に干支が付記されている明治 5 年までは太陰暦の日付であり，この部分については
ポイントを落として別括弧のなかに発布年月日の太陽暦表示を入れた。尚慶応から明治への改元は 1868年 10月
23日（明治元年 9 月 8 日）であるが，1868年の法令の発布年月日は改元以前の分も含めてすべて〈明治元戊
辰年○月○日〉と表記した（これは『法令全書』の目録の記載に従ったものである）。これにともない注解の地
の文においても，改元以前の日付の記載についてそれを慶応 4 年○月○日とはせず，明治元年の表記を用いて
いる。 
 2　法令の題目にはゴチック体を用いた。 
 3　法令題目のあとの日付と法令番号はアラビア数字で表記した。ただし法令の本文を始め，題目のあとの日付と法
令番号以外のものについては漢数字のままとした。注解および注の引用文中の漢数字については，文脈によりア
ラビア数字に直したところがある。 
 4　法令の収録に際しては，横書きにしたことを除いて，できるかぎり原本の形式を残すように努めた。しかし，若
干の加工を施したところもある。たとえば，見やすくするためにポイントを上げたり，ゴチック体を用いたりし
たところがある。 
 5　法令の原文で割注など小さい活字が用いてあるものについては，原則として，ポイントを落とした。また，原文
において小さい活字の並列表記になっているところは，それを表わすために／を用いた。 
 6　注解および注における諸資料からの引用文中［　］内は筆者による補記である。 
 7　注解および注のなかでまとまった分量の文章を引用する際，その部分を括弧に入れた場合もあるが，通例引用箇
所を 2 字分空白にしてこれを示した。 
 8　注記文献の書誌については，初出箇所に完全なものを載せ，以後は適宜略記した。 
 9　外国人の人名のあとのアルファベット表記は，初出箇所にのみ付した。 
 10　漢字の字体表記は新字体を基本とした。欠画は通常表記に，俗字，同字は正字に直してある（ただし固有名詞に
おいて一部例外がある）。仮名についても，変体仮名は平仮名に，合字は通常表記に直した。 
 11　下線および傍点は，とくに注意書きがない限り，筆者による。 
 12　凡例に書き切れない指示・説明は当該箇所に注記した。 
 13　注に記した文献のほかに，以下のものを適宜参照した。『政治学事典』（平凡社，1954年 5 月），日本史籍協会（編）
『百官履歴 一』（東京大学出版会，1973年 7 月，覆刻版，原本の刊行は 1927年 10月），日本史籍協会（編）『百
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官履歴　二』（東京大学出版会，1973年 7 月，覆刻版，原本の刊行は 1928年 2 月），内閣記録局（編）『明治
職官沿革表 職官部』（国書刊行会，1974年 5 月，複製版，原版の刊行は 1886年），内閣記録局（編）『明治職官
沿革表 官廨部』（国書刊行会，1974年 6 月，複製版，原版の刊行は 1886年），国史大辞典編集委員会（編）『国
史大辞典』（全 15巻）（吉川弘文館，1979年 3 月 ― 1997年 4 月），日本歴史学会（編）『明治維新人名辞典』（吉
川弘文館，1981年 9 月），大久保利謙（監修）『明治大正日本国勢沿革資料総覧』（全 4 巻）（柏書房，1983年
10月），岩波書店編集部（編）『近代日本総合年表』（第二版）（岩波書店，1984年 5 月），木村礎・藤野保・村
上直（編）『藩史大事典』（全 8 巻）（雄山閣出版，1988年 7 月 ― 1990年 6 月），『日本史大事典』（全 7 巻）（平
凡社，1992年 11月 ― 1994年 5 月）。 
 災害対策法令一覧表（発布順） 
 ※本資料は，1868年から 1885年までの期間について，『法令全書』から災害対策に関係する法令（以下，災害対策法令）
をすべて抜き出し，法令の発布順に配列して注解を付したものである。本資料を編むことを通じて筆者は，明治前
期における災害対策法令の網羅的な把握をなすことを意図している。本資料の体裁ほか詳しくは，「明治前期の災
害対策法令」（南山大学『アカデミア（人文・自然科学編）』，第 10号，2015年 6月）の「まえがき」を参照のこと。
「明治前期の災害対策法令」（その 1）から（その 4）まで（1868年分 34件，1869年 8月までの分 25件を収録）は，
南山大学『アカデミア（人文・自然科学編）』，第 10号から第 13号（2015年 6月～ 2017年 1月）に掲載されている。
それを大幅に改稿し，さらに 1869年 9月から 1870年 12月までの災害対策法令 52件を加えたものが，井上洋『明
治前期の災害対策法令 第一巻（1868 ― 1870）』（論創社，2018年 3月）である。1870年 12月より前の災害対策法令
についてはこちらを参看されたい。また「明治前期の災害対策法令（第 2輯）」の（その 1）（その 2）は，南山大学『ア
カデミア（人文・自然科学編）』，第 14号（2017年 6月），第 15号（2018年 1月）に掲載されている。 
 ※配列は基本的に発布年月日順である。発布日の記載がなく，月にとどまるものは，その月の晦日の次に配列した（た
だし番号により前後が確定できる場合には番号のならびによった）。 
 ※『法令全書』においては独立した別々の法令として掲載されているものでも，一連の関連した法令として表示した
方が便宜な場合は，1つの番号の下にまとめ，a，b，cとアルファベットを振った。 
 ※発布年月日の太陽暦表示のあとに付された頁数は『法令全書』の所載箇所を示す。 
 ※以下の一覧表は今回掲載分のものである。 
 【1871 年】（明治 3年 11月 11日から明治 4年 11月 20日まで） 
 6．「治水条目ヲ定ム」（明治 4辛未年 2月 22日，太政官第 88）（承前）（4月 11日）（90 ― 92頁）【災
害予防】【災害応急対応への備え】【災害復旧】 
 7．「諸県管内地理戸籍等ヲ査点録上セシム」（明治 4辛未年 3月 8日，太政官第 120）（4月 27日）
（97 ― 98頁）【災害予防】 
 8．「田高損毛ニ係ル三役永免除ハ自今稟候ヲ要セス」（明治 4辛未年 3月，大蔵省第 7）（4月 20日
から 5月 18日）（484頁）【経費事務】 
 9．「府藩県川々往来船筏ノ定税ヲ開申セシム」（明治 4辛未年 4月 3日，民部省第 8）（5月 21日）（468
頁）【経費事務】 
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 10．「新規定免伺定免切替届一村限帳雛形ヲ定ム」（明治 4辛未年 4月 3日，大蔵省第 8）（5月 21日）
（484 ― 489頁）【罹災者救援】【災害復旧】【経費事務】 
 11a．「府藩県諸拝借証文ヲ改ム」（明治 4辛未年 4月 10日，太政官第 180）（5月 28日）（143 ― 144頁）
【罹災者救援】【経費事務】 
 【注解】 
 6．「治水条目ヲ定ム」（明治 4辛未年 2月 22日，太政官第 88）（承前） 
 9．「治水策要領」およびそれに付随する 6本の建議とから構成される明治 3年 11月の土木司建策
を総括する前に，同月 27日土木正安永又吉が民部省に提出した土木工作に関する建議※ 65にも触
れておきたい。安永の建議は当時土木司がその職掌としていた水利（治水堤防）工事と営繕工事の
二工事に関わる。うち，ここでは，水利（治水堤防）工事に関係する部分のみを掲げる。 
 建議ニ曰ク，土木司ノ職掌タル水利・造営ノ二工事ヲ管理シ毎歳費用スル所極メテ大ナリ，然
リ而シテ旧幕府以来未タ一定ノ方規ヲ立テス大政維新ノ今日尚ホ故套ニ因仍ス，是ヲ以テ又吉
其ノ成功ノ目途無キヲ憂慮シ聊カ鄙見ヲ具陳セントス。抑モ従来ノ弊習ヲ考ルニ当該官吏タル
者其ノ功績ノ挙ラサルヲ憂ヒスシテ反テ災害ノ荐リニ臻ルヲ喜ヒ以テ私利ヲ営求スルニ在リ，
今マ此ノ弊習ヲ矯正セント欲セハ，明カニ名実綜覈ノ法ヲ設ケ，厳ニ鞭策駆御ノ課程ヲ立テ各
自ニ其ノ職事ヲ専担セシメハ，督責ヲ待タスシテ本司ノ事務モ悉ク挙ルヲ得テ随テ機関技芸モ
亦タ能ク旧ヲ改ムルニ至ラン。近来西洋各国ニ於テハ工学ヲ以テ急務ト為シ，而シテ土木ノ業
其ノ最要ニ居ル，荷蘭国ノ如キハ国王躬親カラ水利橋梁ノ政事ヲ管掌スト聞ク，古昔本邦及ヒ
漢土モ亦タ皆ナ厚生利用ヲ主務ト為シ治水堤防ノ工業ヲ講究セシハ往往之ヲ歴史ニ徴ス可シ，
然ルニ輓近ニ䋻ヒ人人咸ナ厚生利用ノ方術ヲ賤視シ復タ奇技妙巧ノ士ヲ得ルニ由シ無ク，為メ
ニ数百千金ヲ糜費シテ西洋ノ工師ヲ延招シ以テ土木ノ工事ヲ委託スルニ至ル，豈ニ慨嘆セサル
可ケンヤ。故ニ若シ今ノ時ニ当リ良法ヲ立テ之ヲ極済スルニ非サレハ，則チ何ノ日カ能ク西洋
各国ニ超駕シ以テ国用ニ応スルヲ期ス可ケンヤ，因テ水利造営ノ工事ニ関スル要務ヲ左項ニ条
陳ス。 
 第一，東西諸国ノ川河或ハ其ノ水平ノ地平ヨリモ高ク，甚キハ沿岸民舎ノ屋極ヨリモ尚ホ高キ
ニ在ル者有リ，是レ豈ニ一堆ノ堤防ノ能ク障捍スルヲ得ル所ナランヤ，近年水害ノ殊ニ頻数ニ
シテ且ツ暴横ナルハ蓋シ実ニ此ニ由ル，客歳以来屢シハ仁慈優渥ノ告諭ヲ下セル有リシヨリ，
庶民ノ済恤ヲ哀請スル者少ナカラス，且ツ府藩県ノ水害ノ状況ヲ具報スルモ亦タ頻煩ナリ，然
ルニ其ノ修治ノ経画ハ固ヨリ細事ニ非サルカ故ニ一時ニ挙行スルヲ得可カラス。抑モ治水ノ要
法タル審カニ地勢ヲ測量シ或ハ分導シテ暴勢ヲ殺キ，或ハ浚鑿シテ其ノ渟塞ヲ洩シ縦令ヒ淫雨
洪漲ニ遇フモ非常ノ損害ヲ致ササラシムルニ在リ，是レ其ノ大略ヲ云フノミ，聞ク荷蘭国ニ於
テハ水利ニ関スル百事ヲ挙テ総テ水利司ニ委任シ，官民共益ノ主義ニ従ヒ本額ノ租税ヲ減免ス
ル無クシテ別ニ治水費ヲ貯蓄シ以テ其ノ工費ニ供シ，積年経営シテ始テ能ク目今ノ盛績ヲ致セ
リト，本邦ノ如キハ絶テ予設ノ方法無ク，徒ラニ一時ノ費用ヲ節減シ苟且姑息ノ処置ヲ施行セ
ルヨリシテ遂ニ決潰ノ患害ヲ招キ，為メニ許多ノ沃壌ヲ亡失セシム，試ニ其ノ費用ヲ以テ毎歳
亡失スル田地ニ対算スレハ則チ其ノ得失ヲ瞭知スルニ足ル，宜ク当サニ彼カ長ヲ取リ以テ我カ
短ヲ補ヒ完全ナル官民共益ノ方法ヲ立定スヘシ。其ノ方法タル例ヘハ水害ヲ扞防シテ若干ノ廃
田ヲ復耕セル有ラハ，故田ハ本租ヲ賦課シ，而シテ新田ノ租額ハ治水費ニ移用シ，且ツ水車ヲ
架シ，閘䱅ヲ設ケ，漕運ヲ通スルノ類凡ソ水利ヲ創興スル工事ノ収益ニ係ル雑税金ト堤防国役
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金トハ之ヲ土木司ニ委托シ以テ土木費ニ供セハ官民ノ共益得テ期ス可キナリ。（以下，省略。） 
 ※ 65　「土木正安永又吉土木工作ニ関スル事宜ヲ民部省ニ建議ス」（大蔵省記録局（編）『大蔵省沿革志（下巻）』，所収，
大内兵衛・土屋喬雄（編）『明治前期財政経済史料集成　第三巻』，原書房，1978年 12月，復刻版，原版の史
料集成改造社版は 1934年 5月刊，308 ― 309頁）。 
 9 ― 2．次に，土木正安永又吉の建議について，これを総論部分と具体的な提案の部分のふたつに分
けて解説する。 
 　総論部分において安永は，“水利ノ工事“（治水行政）の現状を「大政維新ノ今日尚ホ故套ニ因仍ス」
と捉えたうえで，その問題点を 3つにまとめている。第一点（問題の大本）は「一定ノ方規」の欠如（未
定立）である。ふたつめは“水利ノ工事”にともなって私利を営求する官吏が存在することである（「従
来ノ弊習ヲ考ルニ当該官吏タル者其ノ功績ノ挙ラサルヲ憂ヒスシテ反テ災害ノ荐リニ臻ルヲ喜ヒ以
テ私利ヲ営求スルニ在リ」）。みっつめは治水に関してしかるべき技術・知識を修めた人物の欠如で
ある（「奇技妙巧ノ士ヲ得ルニ由シ無［シ］」）。このような問題が存するために“水利ノ工事”に多
額の金を費やすも思うような成績が挙がらないのである ― これが安永の認識であった。それでは
このように考えた安永が問題解決のために提案したものは何か。それは良法（「名実綜覈ノ法」）の
定立である。「名実綜覈ノ法」（名目においても実質においても水政を統括する法）にもとづき職務
実施の課程を立て，もって官吏各自をして職務に専担せしめること，これが何より必要であるとし
た。要するに，安永は，本建議の総論において，水政に関する基本法規の定立とそれにもとづく職
員組織の確立を主張したのである（「今マ此ノ弊習ヲ矯正セント欲セハ，明カニ名実綜覈ノ法ヲ設ケ，
厳ニ鞭策駆御ノ課程ヲ立テ各自ニ其ノ職事ヲ専担セシメハ，督責ヲ待タスシテ本司ノ事務モ悉ク挙
ルヲ得テ随テ機関技芸モ亦タ能ク旧ヲ改ムルニ至ラン」）。 
 　続いて安永が「水利
0 0
造営ノ工事ニ関スル要務
0 0 0 0 0 0 0 0 0
」を述べた部分（具体的な提案の部分）について見
る。安永は本邦の河川の現状から論を始める。すなわち，「東西諸国ノ川河或ハ其ノ水平ノ地平ヨ
リモ高ク，甚キハ沿岸民舎ノ屋極ヨリモ尚ホ高キニ在ル者有リ，是レ豈ニ一堆ノ堤防ノ能ク障捍ス
ルヲ得ル所ナランヤ，近年水害ノ殊ニ頻数ニシテ且ツ暴横ナルハ蓋シ実ニ此ニ由ル」。本邦の河川
は土砂の堆積により河床が上昇し，天井川となっている，これはもはや一堆の堤防では洪水を防ぎ
きれない状況である，近年水害が頻発し，しかもその被害が激甚なるものとなっている理由は実に
ここにある ― というのである※ 66。こうした現状を踏まえ，安永は，「治水ノ要法」として，①地
勢の精細な測量，それにもとづく②分水路の開鑿，③河道や砂州の疏浚の三つを挙げる※ 67。水害
の頻発と激甚化という現実があり，救済を求める人民の哀訴も続いている，採られるべき「治水ノ
要法」はわかっている，にもかかわらず工事はなかなか進まない，これが安永の目に映った光景で
あった。安永の判断では，水政の停滞の背景には，当時大蔵省により進められていた治水土木費の
節減政策があった。治水土木費の節減政策は徒に一時の経費削減をめざし，そのため治水工事はか
りそめの，間に合わせの処置を施行するにとどまらざるをえなくなり，水害の頻発と許多の肥沃な
田地の亡失をもたらしているのであった※ 68。かくして，安永は，オランダに倣って自律的な水政
当局の確立と独自の治水財源の確保を志しつつ，当面の方策として官民共益主義にもとづく治水費
調達法を建議する※ 69。その治水費調達法は次のようなものであった。①水害を扞防して廃田を復
耕した場合にはその新田の租額は治水費に移用する。②「水利ヲ創興スル工事ノ収益ニ係ル雑税金」
と堤防国役金とはこれを土木司に委託して治水土木費に充当する。この提案をもって安永は水利工
事に関する建議を閉じている※ 70。 
 ※ 66　民部省土木司は明治 3年 11月に淀川筋の治水のために木津川流域の土砂留工事調査を行ない，砂防を主内
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容とする「山々開拓ニ付土砂ノ溢漏ヲ防キ其他兀山及川添山々等樹木下草伐採方ヲ定ム」（明治 4辛未年正月，
民部省第 2）（前掲）を発出したが，安永の現状認識は当時のこうした実地の動きに内容的に連なるものである。 
 ※ 67　安永が述べる「治水ノ要法」とは，地勢を精細に測量し，ある場合には分水路を開鑿して水流の暴勢を殺ぎ，
またある場合には河道や砂洲を浚渫疏決して水を流し切り，たとい長雨やそれによる洪水流が発生しても非常
の被害が発生しないように予防しておく，というものであった（「抑モ治水ノ要法タル審カニ地勢ヲ測量シ或
ハ分導シテ暴勢ヲ殺キ，或ハ浚鑿シテ其ノ渟塞ヲ洩シ縦令ヒ淫雨洪漲ニ遇フモ非常ノ損害ヲ致ササラシムルニ
在リ」）。安永の掲げる「治水ノ要法」（水害予防の方法）が，分水路の開鑿と河道や砂洲の浚渫疏決であるこ
とに注意する必要がある。彼においては天井川化した河川の現状を鑑みれば堤防の修築は問題の根本的な解決
にならず，一時の対症療法的措置にとどまることが意識されていた。安永のこの認識は当時の河川改修政策の
基本が低水工事に置かれていたことと照応する。 
 ※ 68　ここには大蔵省の進める治水土木費節減政策に対する土木司側の不満が見て取れる。 
 ※ 69　明治初期に治水の分野でオランダに注目したものは他にもいるが（たとえば工部少丞肥田浜五郎），安永土
木正のオランダへの注目において注意して見ておくべき点は，その注目が単に土木技術に向くことなく，それ
を運用する制度全体に向いていたことである。安永は治水に関する財源の手当ての仕方や治水事務の統括方法
など，水政全般にわたってオランダの方式に注目していた。 
 ※ 70　この安永土木正の建議に対する民部本省の指揮は次のようなものであった。 
 民部省指揮ニ曰ク，水利ノ工事ニ関シ徴収スル雑税金・国役金等ハ土木及ヒ営繕ノ費用ニ供シテ出納司別
項ニ貯存シ，土木司工事ヲ興スノ日本省ニ取決シテ以テ其ノ経費ニ充ツ可ク，若シ水利ヲ治ムルヨリシテ
田畝ヲ墾闢スル有ラハ，則チ其ノ田畝ヲ地方官ニ管轄セシメ，貢租ハ前項ト同一ニ措置ス可シ，（以下，
省略。） 
 　安永の建議は，総論では治水行政における問題点を「名実綜覈ノ法」の不在（欠如）と大きく捉えているけ
れども，具体的な提案に移るとそれは治水費用の調達法（新田の租額の治水費への移用，水利を創興する工事
に係る雑税金と堤防国役金の土木司への委託）に限局されている。安永は前段において問題を大きく捉えたも
のの，後段の提案はそれに対応せず局部的なものとなってしまっているのである。そして民部省の指揮は，前
段の問題点の摘示にはふれず，その後段にのみ答えるものとなっている。 
 　民部本省の指揮においては，「水利ノ工事ニ関シ徴収スル雑税金・国役金等」の土木司委託，そのうえでの
それらの土木費への供用は斥けられている。すなわち，「水利ノ工事ニ関シ徴収スル雑税金・国役金等」は「土
木及ヒ営繕
0 0
ノ費用ニ供」すると記されて土木費専用が斥けられ，またその金の管理も土木司に委託されず，大
蔵省出納司の貯存とされて，土木司が工事を起こす時に民部本省の決を得て
0 0 0 0 0 0 0 0 0
もって工事費用に充当するものと
されたのである。安永の提案は「水利ノ工事ニ関シ徴収スル雑税金・国役金等」の工事費用への充当に当たっ
て大蔵省出納司，民部本省の関与を回避せんと企図するものであった（これは大蔵省の治水費節減策に対する
民部省土木司の対抗の提案と位置づけられよう）が，この提案は採用されず，民部本省の指揮は「水利ノ工事
ニ関シ徴収スル雑税金・国役金等」の土木司専管を否定して，これらへの大蔵省出納司，民部本省の関与を確
認するものであった。 
 　一方，「水利ヲ治ムルヨリシテ」墾闢した田畝の貢租については，これを，「水利ノ工事ニ関シ徴収スル雑税
金・国役金等」の取り扱い手続きと同様の手続きを経たうえで治水工事費に充てる，ということが指揮された。 
 10．以上，「治水策要領」および「治水費用ヲ区定スルノ議」から「地形，水勢ヲ審知スルノ議」
に至る 6本の建議，さらに土木正安永又吉の土木工作に関する建議を取り上げ，それぞれについて
検討してきた。ここでそのまとめを行なっておきたい。 
 　安永又吉土木正が言うように治水行政の分野で他の何を置いても必要なことは「明カニ名実綜
覈ノ法ヲ設ケ」ることであるとするならば，その法は，少なくとも，全国の河川について，①治水
方針／工事方針の作成，②工事の実施手続き，③工事費用の負担区分，④工事実施に関わる細則，
⑤河川警察的規定，⑥日常的な河川管理事務（観測調査事務，河川警察事務等）の処理を定める
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ものでなければならなかった。この点から明治 3年 11月の治水に関する土木司の建策を見てみる
と，①については「治水策要領」第 1項が，②については「治水策要領」第 1項および第 14項が，
③については「治水費用ヲ区定スルノ議」が，④については「治水策要領」第 3項，第 4項，第 5項，
第 6項そして第 13項が，⑤については「治水策要領」第 7項，第 8項，第 9項，第 10項そして第
11項が，⑥については「治水策要領」第 2項および第 12項と「検査官員ヲ設置スルノ議」，「看守
職員ヲ設置スルノ議」，「地形，水勢ヲ審知スルノ議」がそれぞれ内容的に対応していることが確認
できる。すなわち，明治 3年 11月の治水に関する土木司建策は，内容的に①から⑥までのすべて
を網羅するものであったのであり，まさに「明カニ名実綜覈ノ法」たる実質を備えていたのである。
これをもう少し細かく説明すると次のようになる。「治水策要領」は②を除くすべての事項に関す
る規定を有する包括的・体系的政策書であった。②の内容は「治水費用ヲ区定スルノ議」で補われ
ていたので，「治水策要領」に「治水費用ヲ区定スルノ議」以下 6つの建議を加えてその内容を法
制化すれば，その法は治水に関わる「明カニ名実綜覈ノ法」となったはずである。だが，そうはな
らなかった。というのは，明治 3年 11月の治水に関する土木司建策を受けて発布された「治水条目」
は内容的に土木司建策が有した包括性・体系性からは遠く隔たった法令としてその姿を現わしたか
らである。次註ではこの「治水条目」本体の解説を試みる。 
 【注解 3】明治 4年 2月 22日，民部省と大蔵省は合議の上，前年 11月に土木司が建明した「水利
堤防ノ方策」を太政官に開稟した。この土木司建策の開稟にもとづいて発出されたのが，本件「治
水条目ヲ定ム」（明治 4辛未年 2月 22日，太政官第 88）である。 
 　太政官は本布告において，①民部省の土木司内に検査掛を置くこと，②検査掛官員には全国の河
川を区分して割り当て，彼らをして担当河川を巡視せしめ，地方官と協力して「治水ノ方法」を実
地に点検せしめることを宣達した。そしてさらに，③今後治水にかかわる事項および別録の条款に
関わる事項については，府藩県の専断での処分を禁じ，すべて土木司との協議の上で処分に関し政
府に稟申すべきことを申し渡した（「今後府藩県ノ水理ニ関渉スル事項及ヒ別録ノ条款ニ関渉スル
事項ハ総テ土木司ニ商議シ，審ニ利害得失ヲ講究シテ之ヲ稟申ス可シ」）※ 71。 
 　以上が本件「治水条目ヲ定ム」の布告本文の趣旨である。それを繰り返すことになるが，太政官
は本布告をもって「治水ノ規程」が改正されたことを告げ，それにともない土木司中に検査掛を置
いて全国の河川の治水方法の実地点検を行わせると達した。太政官はまた，治水に関わる事項につ
いて府藩県の専断を禁じた。「治水条目」は，府藩県が専断で処分してはならずその処分に当たっ
ては土木司に協議したうえ稟申すべき事項についての条款として別録された。 
 　※ 71　大蔵省記録局（編）『大蔵省沿革志（上巻）』（所収，大内兵衛・土屋喬雄（編）『明治前期財政経済史料集
成　第二巻』，原書房，1978年 12月，復刻版，原版の史料集成改造社版は 1932年 6月刊），137 ― 138頁も参照。 
 2．次に「治水条目」を逐条的に見ていくことにする※ 72。第 1条は，河道および川敷の決定に関す
る規定である。すなわち，河道が紛乱しないように千間（約 1.8km）ごとに堤外（堤防の水の流れ
ている側）に標識の杭（大標木）を打ち，その杭の一面には量水の尺度を記し，もう一面には番号
を記して川敷幾丁幾間と記すこと，また堤内地百間（約 180m）ごとに番号を記した杭（小標木）
を打ち，堤防の無い所については川と山との境を正し川敷を定めることとする。第 2条の前半は河
川境界の決定と，決定された境界内に存する水行阻碍物の撤去に関する規定である。また，第 2条
後半は疏浚した土砂を用いて無届けで土手などを設けることを禁じる。第 3条は，堤上堤外の竹木
の処置に関する規定である。堤脚の根固めとして役に立つ竹と水楊などは残し，他はすべて剪伐す
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るとする。また留存した竹や水楊は適宜切り取り，水刎の材料として利用することも規定する※ 73。
第 4条は，堤防の修築に用いる物品の購入価格の決定の仕方についての規定である。堤防修築に用
いる物品の価格はこれまでの仕来りに関係なくその場所での平均値段を計算してこれを購入の際の
定価と決し，物価の上がり下がりを見て二年または三年ごとにその定価の見なおしをするとする。
第 5条は，河川の要衝において簗や （えり）など水の流れを妨げる捕魚のための仕掛けを設置す
ることを禁ずる規定である。第 6条は堤腹の侵墾を禁止する規定である。第 7条は自普請による築
堤や水制の設置を規制する規定である。築堤や水制の設置は水勢を激化し，対岸や上下流の沿岸に
被害をもたらすことがあるので，自普請でこれを行なう場合であっても予め土木司にその旨を届け
出，然るのちに就工すべしとする。第 8条は，隄防締役（堤防看守員）の設置規定である。隄防締
役を最寄りの郷村の住民中より抜擢し，担当区間を決めて水行の観測等にあたらせるとする。第 9
条は，堤防工事そのものおよび工事用の土石採取に従事する人足数の見積りに関する規定である。 
 ※ 72『大蔵省沿革志』は，「治水条目」を「治水法規」の名で呼び，その条文を載せている（大蔵省記録局（編）『大
蔵省沿革志（上巻）』，138頁）。『法令全書』の「治水条目」と『大蔵省沿革志』の「治水法規」とは，内容的
には同一であるが，テキストが異なる。条文の内容を理解する上で便宜であるので，『大蔵省沿革志』の「治
水法規」のテキストを以下に掲げる。『法令全書』の「治水条目」のテキスト（上掲）と併せて参照されたい。 
 　　　　　　 治水法規 
 第一，河川ノ綿脈ヲ錯乱セシメサル為メニ毎一千間ニ大標木ヲ樹テ，其ノ一面ニハ量水ノ尺度ヲ記シ，一
面ニハ番号ト河川ノ横径ノ間尺トヲ記ス，又タ堤内毎一百間ニ小標木ヲ樹テ亦タ番号ヲ記シ，堤壩ヲ設ケ
サル処所ハ川磧ト山厓トノ分界ヲ正シテ河川ノ横径ヲ限画ス，但タ従前ノ量水標ハ之ヲ撤去ス。第二，河
川ノ分界ヲ画限シ，若シ其ノ分界ノ線内ニ水勢ヲ阻碍ス可キ物有ラハ之ヲ撤去シ，免租地ハ稟決シテ処分
ス可シ，又タ疏濬セシ泥砂ヲ以テ恣マニ土壩ヲ堆築スル如キハ之ヲ厳禁ス。第三，堤上堤外ニ在ル竹木ノ
其ノ堤脚ヲ掩護スルニ足ル者ハ之ヲ留存シ，他ハ本年三月ヲ限リ悉ク之ヲ剪伐シ，蘆葦水楊ノ類ハ六月ヲ
限リ之ヲ芟除ス，又タ河川ノ広狭ニ応シ堤外ノ五間若クハ三間ヲ以テ堤脚ト画定シ，此ノ線内ニ在ル竹木
ハ之ヲ留存シ，而シテ竹ハ根際ヨリ六尺ヲ度ト為シテ其ノ杪末ヲ剪伐シ，水楊ハ毎三年ニ根際ヨリ剪伐シ
テ以テ堤防ヲ護シ及ヒ捍水柵ヲ作ルノ用ニ供ス。第四，堤防ノ修築ニ供用スル物料ノ価直ハ諸国共ニ慣例
ニ拘ラス地方ノ平均価直ニ算取シテ衡価ヲ立定シ，且ツ其ノ価直ノ昂低ニ従ヒ毎二年若クハ毎三年ニ衡価
ヲ改算ス。第五，河川ノ要衝ノ処所ニ簗 ヲ張リ柴䖵ヲ設クルハ甚タ水勢ヲ阻碍スル有ルニ因リ，一切ニ
之ヲ禁止ス。第六，堤畔ヲ侵蝕シ官道ヲ䌒削スルハ尤モ厳ニ之ヲ禁止ス，管轄庁周密ニ提警ス可シ。第七，
村民ノ自費ヲ以テ土壩ヲ堆築シ，是カ為メニ水勢ヲ激シテ対岸及ヒ上下流沿岸ノ患害ヲ致ス有リ，故ニ今
後ハ自費ヲ以テスルモ土壩ヲ堆築シ若クハ捍水柵ヲ建造スルニハ予メ土木司ニ申明シ而ル後ニ就工ス可
シ。第八，便近村里ノ住民中ヨリ堤防ノ看守員ヲ選命シ，大抵二里程若クハ三里程ヲ区画シテ毎一員ノ担
当部分ト為シ，各所ニ標木ヲ樹テ分界ヲ限リ，法則ニ遵フテ常ニ水路ヲ按検セシム，第九，従前土取，石
取及ヒ坪掛ト称シ役夫ヲ郡村ヨリ科発セシモ，今後ハ此ノ慣例ヲ罷メ，総テ堤防ノ町間ノ数ニ派当スル者
ト為シ定則ニ照シテ按算シ，工程予図簿ニ其ノ町間ノ数ヲ記載シテ以テ開申ス可シ。 
 ※ 73「治水条目」第 3条の内容は「治水策要領」第 8項に対応するが，この両者を比べてみると，「治水策要領」
第 8項にある「水楊細竹ノ類……或ハ新ニ栽培シ」の部分（水害防備林の育成の規定）が「治水条目」第 3条
では落ちていることに気づく。明治 3年 11月の土木司建策においては「治水策要領」第 8項のほかにも「検
査官員ヲ設置スルノ議」のなかに「堤防ノ内外ニ竹木ヲ挿植シ」という水害防備林の育成規定があるが，「治
水条目」ではすでに自生している竹，水楊を留存するとの規定にとどまっている。尚，「治水条目」と「治水
策要領」との対応関係については，「治水策要領」を取り扱った【註 2】の 2 ― 2の※ 12以下※ 32までを参照
のこと。 
 3．「治水条目」は，上に逐条的に検討したように，第 1条および第 2条の冒頭で河川の区域を定め
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たのち，第 2条以降の条款（第 2条，第 3条，第 5条，第 6条，第 7条，第 8条）において河川境
界内で禁止または遵守されるべき事項（河川警察的規定）を列挙し，残りの条款（第 4条，第 7条，
第 9条）では堤防工事の実施に関わる細則あるいは堤防工事の手続き（自普請の場合）を規定する。
これは，一見して明らかなように治水行政の全体をカバーせず，断片的で体系性を欠いた構成であ
る。前に検討した土木司建策中の「治水策要領」の総合的性格，体系的構成とは実に対照的である。 
 　この点をもう少し敷衍する。土木正安永又吉は，明治 3年 11月に民部省宛提出の建議において，
“水利ノ工事”（治水行政）の現状（「大政維新ノ今日尚ホ故套ニ因仍ス」）の問題の大本は「一定ノ
方規」の欠如（未定立）であると述べ，「名実綜覈ノ法」（名目においても実質においても水政を統
括する法）の定立を求めた。安永は，「名実綜覈ノ法」にもとづき職務実施の課程を立て，もって
官吏各自をして職務に専担せしめることを望んだのである。治水に関する「名実綜覈ノ法」を立て
るとすれば，それは，少なくとも，全国の河川について，①治水方針／工事方針の作成，②工事の
実施手続き，③工事費用の負担区分，④工事実施に関わる細則，⑤河川警察的規定，⑥日常的な河
川管理事務（観測調査事務，河川警察事務等）の処理を定めるものでなければならなかった。しか
るに，「治水条目」は，この観点からすると，④の一部と⑤，それに⑥を加えたものに過ぎなかった。
つまり，明治 4年 2月 22日発布の「治水条目」は治水に関する「名実綜覈ノ法」たる構成をもたず，
形式においても内容においても明治 3年 11月提出の治水に関する土木司建策（治水に関する総合
的な政策提言）からかなり隔たったものであったのである※ 74。 
 ※ 74　西川喬は，その著書『治水長期計画の歴史』の中で，「治水条目」を「治水に関する統一的法規の最初のもの」
と評価しているが，筆者は以上のような考察から西川の評価には違和感を持つ。「治水に関する統一的法規の
最初のもの」を言うならば，それは「治河規則」（「堤防等目下難閣廉々措置ヲ定ム」，明治 3庚午年正月，第
69）もしくは「改定水理堤防条目」（明治 4年 12月 2日）であると言うべきであろう。西川の「治水条目」評
については，西川喬『治水長期計画の歴史』（水利科学研究所，1969年 11月），6頁を参照のこと。西川喬は
1967年 11月から 1969年 8月まで建設省河川局治水課長を務めた人物である。尚，この論点については，森
実が「明治政府が維新後の混乱期にあって，幼稚ではあるが一応の統一的・体系的と思われる治水法を用意す
るのは，明治 4年（1871）の『治水条目』ないし同 6年の『河港道路修築規則』である」と述べていることも
紹介しておく（森実「治水政策と法―法体制準備期乃至確立期―」，法政大学『社会労働研究』，第 34巻，第
1号，1987年 9月，47頁）。 
 【注解 4】明治 3年末から明治 4年にかけての時期，土木司は治水に関する包括的体系的政策提言
を行ないつつ，それにもとづく治水行政の実施態勢の整備を図らんとしていた。この動きを反映し
た法令や決定は【注解 3】で見た「治水条目」※ 75以外にも存在する。「山々開拓ニ付土砂ノ溢漏ヲ
防キ其他兀山及川添山々等樹木下草伐採方ヲ定ム」（明治 4辛未年正月，民部省第 2）（71 ― 5）がそ
れであり，またもうひとつ「堤防修繕ノ官費ニ属スル者ト民費ニ属スル者トヲ区分スル方法」の仮
定もこれに当たる。前者（「山々開拓ニ付土砂ノ溢漏ヲ防キ其他兀山及川添山々等樹木下草伐採方
ヲ定ム」）についてはすでに独立した項目として取り上げたので，ここでは後者について触れてお
きたい。 
 　『大蔵省沿革志』本省の部明治 4年 2月 5日条には，「堤防修繕ノ官費ニ属スル者ト民費ニ属スル
者トヲ区分スル方法ヲ仮定ス」の見出しのもとに，次のような記事が載っている※ 76。 
 民部省土木司議案ニ曰ク，各地方堤防ノ修繕ヲ官費ニ属スルト民費ニ属スルトノ区分ハ席上坐
談ノ得テ確定ス可キニ非ス，親シク実地ニ就キ河水ノ広狭深浅ヲ測量シ，費額ノ多寡当否ヲ斟
酌シ以テ始メテ能ク之ヲ確定スルヲ得可シ，故ニ其ノ目下修繕セサルヲ得スシテ民力ノ応弁ス
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ル能ハサル者，或ハ従来官帑ノ支給ニ属セル例証ノ確徴ス可キモ見実官工ニ帰セシメサル可カ
ラサル者，或ハ旧幕府臣僚ノ還納地ニシテ従前領主ノ支給ヲ仰キ亦タ之ヲ民費ニ属セシメ難キ
事情有ル者ノ類悉ク廉訪視察シテ以テ其ノ旧例ノ如何ニ拘ラス民部，大蔵両省ノ丞官以上ノ意
見ヲ以テ官費，民費ノ担当部分ヲ判定シ，速ニ其ノ工程ヲ興ス可キナリ，因テ請フ之カ定制ヲ
立ルニ至ルマテ仮ニ姑ク此ヲ以テ準規ト為サン。 
 両省合議判決ス。 
 　これは，堤防の修繕費用の官費民費の負担区分の決定方法について，土木司の議案にもとづき民
部省と大蔵省が協議し，当分議案のとおりの方法で行なうことを定めたというものである。議案に
ある方法とは，目下修繕しないわけにはいかない箇所で民費での応弁が不可能な事案，従来官費で
修繕していた証拠を確認すべき事案であるが実見して官による工事実施としないわけにはいかない
と判断されたもの，旧幕府臣僚の還納地で従前領主からの支給を仰いできておりかつまた民費に属
せしめがたき事情のある事案などについては，実地検分の上，旧例如何に拘らず，民部，大蔵両省
の丞官以上の協議をもって官民の負担区分を決めるというものである。 
 　治水費用の官民負担区分の問題に関しては，土木司建策中「治水費用ヲ区定スルノ議」がこれの
確定を治水事務中目下の急務に挙げ，区定の仕方を提案した。その提案とは，土木司属僚の地方（河
川工事箇所）巡視にもとづき治水工事費の官民区分を定め，それを一種の河川工事台帳のような帳
簿に登録し，これに依拠して府県からの工事申請の可否を決定し，工事を実施せしめるというもの
であった。 
 　堤防修繕経費の官民負担区分の決定に関する仮規則（明治 4年 2月 5日）は工事箇所の実地検分
にもとづく官民負担区分の決定という方法を打ち出した点で，「治水費用ヲ区定スルノ議」の提案
を受け継ぐものであった。ただし，上に紹介したように，この方法で官民負担区分が決められるべ
き箇所，すなわち官の支出が検討されるべき箇所にはかなり具体的な条件が付けられており，この
ような条件設定は，決定方法において官費支出に関する民部・大蔵両省の統制権が明定されたこと
と併せて，堤防修繕経費への官費支出を限定せんとする指向性を表したものと，捉えられる※ 77※ 78。 
 ※ 75　ただし，【注解 3】で見たように，「治水条目」は治水に関する「名実綜覈ノ法」たる構成をもたず，内容的
には明治 3年 11月の治水に関する土木司建策の一部を反映したものに過ぎなかった。 
 ※ 76　大蔵省記録局（編）『大蔵省沿革志（上巻）』，130 ― 131頁。 
 ※ 77　つまり，堤防修繕経費（治水費用）の官民負担区分の問題は，負担区分方法に関し一定の決定方式を定める
という単なる形式の問題として取り上げられたのではなく，官費支出を限定，抑制しようという政策方針の中
で（その抑制の一方法として）議論されたものであったのである。 
 ※ 78　ここに記したように堤防修繕経費（治水費用）の官民負担の区分問題を治水事業への官費投入の統制問題と
捉えるならば，ほかにも同種の問題に，地方官（地方庁）の専管財源設定による治水事業実施に対する統制問
題がある。これは，治水事業実施のために専管財源を設定し，それを用いて事業実施を図らんとする地方官（地
方庁）側の動きに対する中央（大蔵省）の統制の問題である。この時期の具体的な事案としては，専管財源（「仲
金」）の設定による信濃川河口の土砂浚渫・堤防修築等工事の実施を求めた新潟県の稟申への処分が挙げられ
る（大蔵省記録局（編）『大蔵省沿革志（上巻）』，131 ― 132頁。）。新潟県は，「目近信濃河ノ水口逐年ニ堙塞シ，
載量五六百石ノ商船ト雖モ搭物ヲ搬移シテ其ノ船体ヲ軽虚ナラシムルニ非サレハ則チ港内ニ漕入スル能ハス，
故ヲ以テ港口ノ波浪ハ益ス険悪ニシテ毎年破壊スル船舶ハ数艘ニ下ラス，人命貨財ヲ損亡スル実ニ多シ」とい
う状況に鑑み，「仲金ト称スル抽税ノ措置ヲ県官ニ専任」し，これをもって工事費用に充てんとする稟申を太
政官に提出した（明治 4年 2月 5日）。「仲金ト称スル抽税ノ措置」というのは，新潟港を出入する物貨に原価
の百分の一の税を課す措置のことである。新潟県はこの措置を実施して財源とし，信濃川河口の土砂浚渫・堤
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防修築等の工事を実施しようとしたのである。太政官は新潟県の稟申に対する対応を大蔵省に垂問した。垂問
を受けた大蔵省（改正掛）は太政官に対する回答（対議）のなかで，「宜ク新潟県ノ稟請スル処置ヲ允許シテ
施行セシムヘキナリ」としつつも，「新潟県ノ稟請ヲ允許スルモ，仲金ノ収入額ヲ増減スル如キ必ス稟准ヲ経
テ施行シ，収入支出及ヒ貯蓄ノ数額ハ常ニ我省ノ検勘ヲ受ケ，且ツ年年之ヲ我省ニ録申ス可［シ］」と述べ，「仲
金」制度の運用を県官の専管とすることに反対してこれに対する大蔵省の統制権を主張した（2月 19日）。 
 【注解 5】上に述べたように，明治 3年冬から明治 4年春にかけての時期，土木司は治水に関する
包括的で体系的な政策提言（「治水策要領」などの建明）を行ないつつ，それにもとづく治水行政
の実施態勢の整備を図ろうとしていた。本注解ではこの土木司を，組織の面から考察しておきたい
と考える。ここで資料とするのは，明治 2年 9月から明治 4年 4月にかけての時期の職員録※ 79と，「明
治四辛未歳制度取調御用兼務中　官省制置改正草稿　杉浦扣本」に収められている「民部省事務条
件」中の土木司に関する部分※ 80である。 
 ※ 79　『職員録（明治 2年 9月［4日］改）』，『職員録（明治 2年 10月［13日］改）』（御用御書物所村上勘兵衛），
『職員録（明治 2年 12月改）』（御用官板所和泉屋市兵衛，須原屋茂兵衛），『職員録（明治 3年 3月［3日］改）』
（官板，御用書物師和泉屋市兵衛，須原屋茂兵衛），『職員録（明治 3年 4月［15日］改）』（官板，御用御書物
師村上勘兵衛，井上治兵衛），『職員録（明治 3年 6月［15日］改）』，『職員録（明治 3年 9月［20日］改）』，
『職員録（明治 3年 11月改）』，『職員録（明治 4年 2月［1日］改）』，『職員録 上（明治 4年 4月［10日］改）』
（官板，御用御書物師和泉屋市兵衛，須原屋茂兵衛）（いずれも国立公文書館デジタルアーカイブ収録のものを
利用した）。 
 　官員録・職員録を用いたこれまでの研究には，土木司に関するものではないけれども，伊藤謙治「明治初年
における大蔵省近代官僚の形成―『官員録』の分析を通して―」（大阪市立大学『経済学雑誌』，第 67巻，第 4号，
1972年 10月）がある。これは官員録・職員録の分析を通して大蔵官僚の形成を論じたものである。この伊藤
論文には，（民部＝）大蔵省の政策形成に重要な役割を担った官僚層の官歴の記述と，その人脈・出自面での
分析が載せられている。明治 4年ころまでの（民部＝）大蔵官僚がどのような人びとによって構成されていた
のかが一覧できる作品である。 
 ※ 80　土屋喬雄（編集代表）『杉浦譲全集 第三巻』（杉浦譲全集刊行会，1978年 10月），326 ― 327頁。 
 2．まず明治 2年 9月から明治 4年 4月にかけての職員録 10点を使って主に職員数という点から土
木司の組織の変化を記述し，それについて若干の考察を試みる。下に職員令官制のもとでの土木司
の職員数の変化について表を掲げる（参照， 表：職員令官制下の土木司の職員数 ）。 
 　職員数という点から土木司の組織の変化を見ると，それが 3つの局面に区分されることが知られ
る（表参照）。第 1の局面は組織の急激な膨張期で，職員録でいえば明治 2年 9月改から明治 3年
3月改までの時期である。この時期には職員録記載の人数が 6名から 144名に急増している。明治
2年 10月改の数字と比較して，明治 3年 3月改の職員は 2.5倍である（57名→ 144名）。わずか半
年足らずのあいだに職員数が 2倍半になっている。第 2の局面は職員数が高い数値で安定した時期
で（144名から 169名），職員録では明治 3年 3月改から明治 3年 11月改までの時期である。途中
明治 3年 7月には民部省と大蔵省の分離という政府組織の大きな改編があったが，土木司の組織は
人数という点では全く影響を受けていない。3番目は職員録でいうと明治 4年 2月改以降である。
この局面の特徴は人員の大幅な減少が確認されることである。明治 3年末から明治 4年初頭にかけ
ての時期に，土木司の人員の大幅な削減（ほぼ半減）があったのである。表を見ると，民部本省や
民部省の他司では（さらに大蔵本省や大蔵省所属の諸司でも）土木司に見られるような人員の削減
はなかったことがわかる。人員の大幅な削減は土木司だけの出来事であった※ 81。 
　上の総括的記述をもう少し敷衍する。第一。職員急増期の人数の増加についてこれを詳しく見
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年
11
月
改
の
職
員
録
で
は
民
部
省
は
本
省
，
寺
院
寮
，
地
理
司
，
庶
務
司
，
土
木
司
，
駅
逓
司
の
構
成
，
配
列
と
な
る
が
（
1
寮
4
司
），
大
蔵
省
の
方
は
1
寮
6
司
で
，
変
化
は
な
い
。
こ
の
明
治
3
年
11
月
改
の
構
成
と
配
列
が
両
省
と
も
明
治
4
年
4
月
改
の
職
員
録
ま
で
続
く
。
3．
表
中
の
数
字
は
あ
く
ま
で
も
職
員
録
か
ら
氏
名
を
確
認
で
き
る
者
の
数
で
あ
る
。
省
司
の
実
員
と
は
異
な
る
場
合
が
あ
る
。
た
と
え
ば
出
仕
し
て
い
て
も
職
員
録
に
氏
名
が
記
載
さ
れ
て
い
な
い
例
が
見
ら
れ
る
。
こ
の
点
注
意
が
必
要
で
あ
る
。
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ると，少佑以下の低い職位の職員の増加がその実質をなしていることがわかる。明治 2年 10月
改の職員録から明治 3年 3月改の職員録に至る数字の変化を示すと，少佑 2→ 2→ 7，権少佑
5→ 5→ 11，大令史 16→ 19→ 35，少令史 27→ 42→ 82である。第二。明治 3年末から明治 4年
初頭にかけての時期に生じた土木司人員の削減はおもに少佑以下の現象であった。明治 3年 11月
改の職員録と明治 4年 2月改のそれとを比較すると，正から権大佑までの人数は 14→ 12と微減で
あるのに対し，少佑は 13→ 7，権少佑は 25→ 19，大令史 44→ 27，少令史 73→ 21と職位が下が
るほど大幅な削減が発生していることがわかる。第三。第 2局面以降の時期について，明治 3年末
から明治 4年初頭にかけての時期の人員の削減を挟んでも，司の上層部の人数は安定していた（微
増傾向）。正から権大佑までの人数を見ると，明治 2年 12月改の職員録は 6名であったが，それが
明治 3年 3月改の職員録になると 9名に増え，以降 8→ 10→ 15→ 14→ 12→ 13と推移している。
第四。司の上層部は，人数という点では安定していたけれども，明治 3年末から明治 4年初頭にか
けての人員削減の時期に顔ぶれに大きな変化があった。明治 3年 11月改の職員録と明治 4年 2月
改のそれとを比較し，明治 4年 2月改の時点での正から権大佑までの各職位の出入を見てみる※ 82。
そうすると正：出 1名，権正：出 1名入 1名（つまり権正が入れ替わったということ），大佑：出
2名入 2名（2名の入れ替わり），権大佑：出 6名入 5名（全員入れ替わり）である。つまり，明治
4年2月改の職員録に記載されている権大佑以上の12名中8名がこの時期に新規に任命された者（下
の職位からの昇進者を含む）であったということである。つまり人数こそあまり変わらなかったが，
土木司の上層部には大規模な異動が発生していたのである。第五。明治 3年末から明治 4年初頭に
かけての時期に発生した大規模な異動は少佑以下の下位の職においても見られた。上に権大佑まで
の職位について行なったのと同様の，比較にもとづく各職位における出入を，少佑以下に関しても
示す。すると少佑・権少佑については，少佑：出 12名（うち 2名は権大佑に昇進）入 6名，権少佑：
出 17名（うち 4名は少佑に昇進），入 11名（全員大令史からの昇進）（明治 3年 11月改の職員録
の権少佑 25名のうちそのまま権少佑として残った者は 8名に過ぎなかった）となる。また大令史
は，明治 4年 2月改の職員録では 27名とその数を大きく減らしたが，この 27名の内訳を見ると，
明治 3年 11月改の時点から引き続き大令史の者は 13名に過ぎず，明治 3年 11月改では少令史と
して記載されそれ以降に昇進したことが確認できる者 10名，新たに土木司の名簿に名を連ねた者
が 4名であった。少令史についても大幅な人の入れ替えがあった。すなわち，明治 3年 11月改の
職員録で当職位に名を連ねていた 73名を明治 4年 2月改の職員録で確認すると，大令史に昇進し
た者が 10名，引き続き少令史の者は 16名であり，47名（64％）の氏名が土木司職員の名簿から
消えている。こうしてみると，明治3年末から明治4年初頭にかけての時期に土木司で起こったのは，
単なる人員の削減ではなく大規模な異動（人員刷新）をともなった削減であったことが知られる。
 ※ 81　土木司は第 2の局面では人員の点で民部大蔵両省合計の 2割強を占めていたが，この削減によりその比率を
約 1割ほど減らした（明治 3年 11月改：24.0％→明治 4年 2月改：13.8％。数字は延べ数でなく実数で計算し
たものである）。 
 ※ 82　職員録の調査による。この点は上掲の表には示されていない。 
 2 ― 2．以上 2．では明治 2年 9月から明治 4年 4月にかけての時期の職員録を用いて，職員数とい
う点から見た土木司の組織の変化を記述し，若干の評言を付した。これを踏まえてひとつ問題を提
示しておきたい。 
 　上に明治 3年末から明治 4年初頭にかけての時期に土木司の人員が大幅に削減されたこと（ほぼ
半減）を指摘したが，すでに述べたように※ 83この時期は土木司の活動が活発化した時期でもあった。
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すなわち土木司は，明治 3年 11月に木津川流域の土砂留工事調査を行ない，この調査をもとに「山々
開拓ニ付土砂ノ溢漏ヲ防キ其他兀山及川添山々等樹木下草伐採方ヲ定ム」（明治 4辛未年正月，民
部省第 2）を定めた。同じく明治 3年 11月（失日），土木司は「治水策要領」と，「治水費用ヲ区
定スルノ議」から「地形，水勢ヲ審知スルノ議」に至る全 6本の建議を民部省に提出した。また同
月 27日には，土木正安永弥行が土木工作に関する建議を民部省に出した。そのなかで安永は，“水
利ノ工事”（治水行政）の現状（「大政維新ノ今日尚ホ故套ニ因仍ス」）を述べ，その基底にある問
題は「一定ノ方規」の欠如（未定立）であると分析して，「名実綜覈ノ法」（名目においても実質に
おいても水政を統括する法）の定立を民部省＝太政官に求めた。そしてこれらが（内容的にはいか
に不十分なものであったとしても，ともかく）本件「治水条目」の制定（明治 4年 2月 22日）に
繋がったのである。このような流れから土木司の組織のその後の展開を見通すならば，土木司の組
織はよりいっそうの充実に向かって当然と考えられる。ところがそうはならず，現実には反対のこ
とが起きた。土木司の人員は半分に減らされ，職員の大幅な異動が行なわれたのである。これをど
う理解すればよいのだろうか※ 84。土木司の活動の活発化と，そのさなかあるいはその直後に起こっ
た大幅な人員削減との関係はいかなるものなのか。土木司の一連の意欲的な建策の結末が，明らか
に治水行政の全体をカバーせず，断片的で体系性を欠いた構成の「治水条目」に終わったことと，
これは何か関係があるのだろうか。 
 ※ 83　「山々開拓ニ付土砂ノ溢漏ヲ防キ其他兀山及川添山々等樹木下草伐採方ヲ定ム」（明治 4辛未年正月，民部省
第 2）の項および本項の【注解 4】までを参照されたい。 
 ※ 84　土木司人員の大幅削減に作用したことが考えられる政策的動きをさがすと，明治 3年秋から冬にかけて参議
大久保利通の主導で進められていた行政整理が浮かぶ。大久保はこの時期，徹底した行政整理（官吏三分の一
減）をその内容に含む中央政府改革を主張し，その実現に向けて動いていた（高橋秀直「廃藩置県における
権力と社会―開化への競合―」，所収，山本四郎（編）『近代日本の政党と官僚』，東京創元社，1991年 11月，
26 ― 27，30，36 ― 38頁）。行政整理（官吏削減）は大隈らの租税収奪強化路線にかわる財政危機への対応策とし
て持ちだされたものであった（後掲の「明治 3年 10月三条実美宛大久保利通覚書」の傍点部を参照せよ）。し
かし，「官吏の保身と木戸派の抵抗」により，所期の成果を得ることはできなかった（同上，27，38頁）。こ
の大久保らによる行政整理の取り組みが，土木司人員の大幅削減に，なにがしかの影響を及ぼしたことは確実
であろう。大久保は官員の削減を進展させるために，まず自らの影響下にある民部省土木司において ― 大久
保は明治 3年 7月の民蔵分離後民部省御用掛に任じられていた ― それを実施した，ということだったのかも
しれない。 
 　尚，明治 3年 10月に大久保が右大臣三条実美に提出した政府組織改革案中，行政整理に関する箇条（［第九］）
を抜き出すと，以下のようである。大久保は改革案の第二で参議による各省事務の分担管理を主張したあと，
冗官を沙汰するとして，官員削減問題を取り上げた。「冗官ヲ沙汰スル事　／　但民蔵の旧幕人刑部旧幕人及
尾人神祇官其外ノ冗員等各分課ノ参議ヨリ各省ヘ踏込ミ断然トシテ取調可致若此条例の因循姑息ニ流レ候テハ
御変革の御趣意全不相立候ニ付従前の官員三分ノ一ハ減省相成候様英断肝要ニ候
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
間能々其旨ヲ御諭可有之尤減
0
省の御趣意は御節倹ヲ本ニシテ明白ニ御達の事
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
」（「明治 3年 10月三条実美宛大久保利通覚書」，所収，日本史
籍協会（編）『大久保利通文書 四』，東京大学出版会，1968年 3月，覆刻版，原本の刊行は 1928年 5月，70 ― 71頁）。 
 3．土木司を組織の面から考察するために資料としてもうひとつ取り上げるのは，「明治四辛未歳制
度取調御用兼務中　官省制置改正草稿　杉浦扣本」（以下，「杉浦扣本」と略記する）に収められて
いる「民部省事務条件」中の土木司に関する部分である。「杉浦扣本」は，明治 3年 2月民部省に
出仕した（民部省准 11等出仕）杉浦譲（明治 3年 6月には駅逓権正，同年 7月には地理権正（兼務）
に就任）が，制度取調御用掛を兼務していた際に起草に関わったもしくは自ら起草した太政官制度
の改正案および民部省と大蔵省の組織規程案を収めた文書である※ 85。この扣本のなかに「民部省
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事務条件」と題された規程案があり，そこに土木司の職制案が含まれている（作成日付の記載はな
し）。この規程案については不明な点も多いが※ 86，土木司の事務条件（所掌事務，事務処理の手続き，
司中の分課など）が詳細に検討，記述された資料としては管見の限りこれが最初のものであり※ 87，
明治 3年秋以降同 4年 7月までの時期の土木司の組織と活動内容を推し量るうえで貴重なものであ
る。そこで以下にこの文書を紹介し，若干の検討を試みる。 
 ※ 85　「杉浦扣本」について詳しくは，後掲の「官林規則ヲ設ク」（明治 4辛未年 7月，民部省第 22）の項の※ 16を見よ。
杉浦譲の経歴についても，同項の※ 11を参照せよ。 
 ※ 86　この土木司職制案を含む「民部省事務条件」について，杉浦譲が制度取調御用掛としてその作成に何らかの
かたちでかかわったことは確実と思われるけれども，実際に彼がどのようなかたちとどの程度の重みで作成に
関与したか，これは不明である。また「民部省事務条件」に関しては，扣本中に文案の性格を確認するための
手がかりがない（この場合，性格とは，制度寮としてのオーソライズの度合いの意味である）。さらに，「民部
省事務条件」中の土木司の職制案と，当時の土木司の組織・運営の実態との距離（どれほど実態を反映したも
のなのか／どれくらい現状に改変を加えたものなのか）はわからない。 
 ※ 87　明治 2年 6月の「民部官職制」には土木司知司事の職掌が規定されているけれども，それは「道路橋梁堤防
等営作ノ事ヲ専管スルヲ掌ル」の一文にとどまる。参照，「民部官職制ヲ定ム」（明治 2己巳年 6月 4日，第
503）の項。職員令官制公布直前の土木司の職員を『官員録 全（明治二年七月改）』に拠って見ると知司事安
永又吉（弥行）以下三名に過ぎず（参照，『官員録 全（明治二年七月改）』，御用官板所和泉屋市兵衛，須原屋
茂兵衛，国立公文書館デジタルアーカイブによる），もしこれが組織の実態通りであるとすれば未だ詳細精確
な事務手続きや分課を必要とする以前の段階であったと思われる。 
 3 ― 2．以下に「民部省事務条件」中土木司に関する部分（これを本規程案と表記する）を載せ，解
説を加える※ 88。 
 　　 土木司 
 一，城郭，宮室，宗廟，官廨，橋梁ノ営繕，江河溝渠，隄防，道路ノ修治，器械ノ制造百工ノ
興作等ヲ掌ル故ニ凡ソ土木ノ事ニ渉ル務ハ一切此司ニ合議スルヲ則トス 
 一，凡土木ノ事常例ヲ照準スルノ外興廃作輟皆本省ニ稟議シ，此司ニテ専断スルノ権ナシ 
 一，経営測量ヲ精クシ，隄防水理ヲ審ニシ，百工ヲ飾ヘ地利ヲ便ニスルヲ要務トス 
 一，営繕修治ノ事各省各司或ハ地方官ニ関係セルハ其官司ニ照会シ，本省ニ稟議シテ従事ス 
 一，川流，溝渠ヲ改転シ橋梁，隄防ヲ変置シ或ハ新創ノ興作アル等ハ永遠ノ利弊ヲ審ニシ，民
情ノ可否ヲ弁シ圧制枉橈ナキヲ事トス 
 一，新発明ノ器械ヲ制造シ，新奇ノ工芸ヲ褒賞スル等ハ本省ニ稟問スヘシ 
 一，凡興作アル其費用ヲ予算シテ本省ニ稟議シ，功竣ルノ後此ヲ精算シテ本省ニ達ス 
 一，民生ニ広益アル事ヲ興スト雖モ此司ニ於テ募金ノ権ヲ有セス 
 一，五課ノ掛ヲ置キ各其事ヲ掌ラシム 
 営繕掛 
 城郭，宮室，宗廟，官廨及府内橋梁，道路ノ造修傭法ヲ正クシ，工課ヲ量リ其費用ヲ
算シ，其成功ヲ牢固ニシ常ニ破損朽敗ヲ審弁シ，凡営繕スル処其年記，工費，規則等
精細ニ簿記シテ検案ニ供ス 
 水理掛 
 隄防樋堰，府外橋梁，道路ノ造修及各水利ヲ掌ル，其他営繕掛ニ同シ 
 制作掛 
井上　洋 203
 蒸気器械ヲ掌リ及諸器械ヲ制造シ発明工夫ノ工作ヲ奨励シ，工課ヲ量リ工費ヲ算シ毎
歳得失ノ数ヲ審ニシテ検案ニ供ス 
 測量掛 
 山岳地勢ノ高低弧脈，江河藪沢ノ遠近広狭，道路渡津ノ長短窄闊等ヲ審ニシ，凡興作
疏決シ規模ヲ立ルニ其原按ヲ与ヘテ作事ニ便ス 
 上水掛 
 水泉ノ理ヲ治メテ飲汲ノ便ヲ得セシメ，水路ノ壅塞ヲ疏シ樋堰ノ頽壊ヲ修メ，分水ノ
量ヲ定メ算勘ヲ正クス 
 　第 1条は土木司の職掌を示す。それは「城郭，宮室，宗廟，官廨，橋梁ノ営繕」，「江河溝渠，隄防，
道路ノ修治」，その他「器械ノ制造」や「百工ノ興作」などを掌るというものである。そしてこの
職掌規定に続けて，「故ニ凡ソ土木ノ事ニ渉ル務ハ一切此司ニ合議スルヲ則トス」と記し，土木事
務にかかわることはすべて，その処理に際し土木司と合議することを他機関に義務づけている。こ
の土木司の職掌規定中，「江河溝渠，隄防，道路ノ修治［ヲ掌ル］」との明記がある。これは土木司
の職掌が災害予防事務，災害復旧事務にかかわるものであることを示す。第 2条は土木司が土木に
関する事務を処理する際の規準を定める。事務処理の基本に常例※ 89への照準を置きつつ，起工と
事業の中止（「興廃作輟」）に関しては土木司の専断を許さず，民部本省の決を仰ぐものとしている。
第 3条は土木司の任務あるいは目的を掲げる。それは，事業計画を立てて精密に測量を行ない，堤
防や水利については細かに調べよく考えたうえで工事を施行し，もって地利を便にすることである
というものである。第 4条は，城郭・宮室・宗廟・官廨・橋梁等の営繕事務，江河溝渠・隄防・道
路の修治事務に関しその処理の手続きを定める。すなわち営繕事務・修治事務について，それが各
省各司あるいは地方庁に関係する場合にはその官司に照会を行なうべきこと，また施工前には民部
本省に稟議すること，これらを土木司に求めている。第 5条は，河川や溝渠の付け替え，橋梁や堤
防の改置，あるいは新規の土木工事の施行などの際の注意事項を記す。すなわちそれは，実施に当
たりその工事の利益と弊害を長期的な観点から明らかにすること，またその工事を行なうことに対
する民情の可否を弁えることである。工事の実施を権力的に強行しないよう戒めるものである。第
6条は新発明の器械の製造および新奇の工芸の褒賞に関する事務の処理手続きを定める。第 7条は
土木工事の費用に関するもので，まず工事を起こすときには費用を見積り本省に稟議すること，竣
功後は費用を精算して本省に報告することとしている。第 8条は土木司が募金により独自に事業を
起こすことを禁じる規定である。第 9条は司中の分課に関する規定で，営繕掛，水理掛，制作掛，
測量掛，上水掛の 5つを置くとし，それぞれについて職掌を定めている。 
 ※ 88　掲載に際して『杉浦譲全集 第三巻』のテキストに付されているふりがなや注は省略した。読点は『杉浦譲全
集 第三巻』のテキストのものである。ところで，「杉浦扣本」に集められている諸規程案における箇条の表記
はそれぞれである。それを大きく四通りに括ると，箇条を章
4
と表記するもの（「地理司職制」，「地理司処務条例」
など），条
4
と表記するもの（「寮中事務取扱順序」），一
4
で列挙していくもの（「大蔵省事務委任章程」など），何
も付けずただ条項を列挙していくもの（「大蔵省事務章程」など）となる。本件は一
4
で列挙していく形式に当たる。
地の文で箇条を呼ぶ場合に条
0
を用いるが，これは何番目の箇条であるかを示すために筆者が用いる表記であり，
規程そのもので用いられているわけではないことに注意を要する。 
 ※ 89　その常例の一が本規程案であろう。常例としてほかにどのようなものが想定されていたのか，この点につい
ては何もわからない。内閣記録局（編）『法規分類大全 第一編 官職門 七至九 官制 神祇省教部省民部省内務省』
（［内閣記録局］，1889年 12月）を調べたが，明治 4年 7月までの時期において土木司職制あるいは土木司処
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務条例の類の規程の制定を確認することはできなかった。 
 3 ― 3．最後に本規程案を災害対策の側面から総括する。 
 　まず第 1条から，規定上土木司は災害予防および災害復旧の公共土木事業を総轄する機関として
位置づけられていたことを確認できる。また第 3条の土木司の任務規定のなかにも，「経営測量ヲ
精クシ，隄防水理ヲ審ニシ，百工ヲ飾ヘ」と，災害対策関係の土木工事の実施が明文で書き込まれ
ている。第 9条は司中分課を定め五掛を置くが，災害対策関係事務については，とくに計画段階で
測量掛，また実施段階で水理掛，そして一部営繕掛も関与することとされている。なかでも水理掛
は「隄防樋堰，府外橋梁，道路ノ造修及各水利ヲ掌ル」とされ，主要な災害対策機関としての位置
づけを与えられている。このように土木司は，本規程案において，災害対策事務の担当機関として
の位置と役割を明確にされている。土木司が従来担っていた堤防の修築など災害対策関係の事務を
組織規程の上にはっきりと示そうとしたところに，本規程案の意義があると言えよう。 
 　本規程案において，土木司は災害対策事務の担当機関としての位置を明確にされているけれども，
その一方で事務の執行に際しては民部本省の強い統制下に置かれることとなっている。すなわち本
規程案は土木事務の処理すべてに土木司をかかわらしめているけれども（第 1条），起工と事業中
止に関しては土木司の専断を禁じ，民部本省に決を委ねている（第 2条）。また第 7条では，工事
費用の見積りと精算に関する本省の統制権を規定している。さらに第 8条は，政府の予算措置によ
らない，募金による土木司独自の事業実施を禁じている。こうして本規程案により，（災害対策を
含む）公共土木事業の実施全体を民部本省が行政的財政的に統制する仕組みが整えられているので
ある。 
 　そのほかにも本規程案は，第 4条で，事業が各省各司あるいは地方庁に関係する場合について事
業実施に際し関係する官司に照会すべきことを土木司に求めているし，また第 5条では，土木工事
の実施に当たっての土木司の心得を示して当該工事の利益と弊害を長期的な観点から明らかにする
こと，さらにその工事を行なうことに対する民情の可否を弁えることを土木司に諭している。これ
らは災害対策土木工事の実施に際して，その工事の長期的利害を慎重に調べ，また関係各機関との
調整や民衆の同意の調達を必須の条件としたものである。 
 7．「諸県管内地理戸籍等ヲ査点録上セシム」（明治 4辛未年 3月 8日，太政官第 120） 
 　　　　　　三月八日（達）　　　　　　　　　　　　　　　　　　諸県ヘ 
 別紙之件々明細取調早々可届出事 
 　但遠国ハ相達候日ヨリ十五日之間ニ取調可差出事 
 　（別紙） 
 一管轄内経界周囲之里程並道路険易之別 
 　　但飛地離島之類県庁ヨリ之距離 
 一川々水利水害之有無 
 一戸籍人口牛馬之数 
 一社寺之数並其人口 
 一貫属士族卒之数 
 一田畑高反別之大数 
 一県官人員諸掛リ並官禄之数 
 一市井宿駅港湾等商民輻輳之地名 
第百二十
井上　洋 205
 一出張所或ハ商船改所或ハ運上役所宿駅貫目改所並其役員之数県庁ヨリ之里程 
 【注解】本件は太政官が諸県に宛てて発出した達である※ 1。諸県に対し，地理や戸籍などを詳しく
調べて，速やかに太政官まで報告するように求めている。調査項目は，諸県の地理（境界，周囲の
距離，道路の険易）や戸籍・人口，社寺および祝・僧尼の数，管轄に属している士族や卒の数，田
畑の石高と面積，県官の人数と分課（諸掛）ならびに官禄の高，市井・宿駅・港湾など商業地の地
名，商船改所・運上役所・宿駅貫目改所といった行政機関とその役員数，およびそれらの機関の県
庁からの距離などである。これは一種の県勢調査と言ってよい。 
 　本件が災害対策という観点から注目されるのは，その調査項目中に「川々水利水害之有無」とい
う文言が入っているからである。これは，諸県管轄内の河川について，水上運送の便利と水害の有
無を調べるものである。本格的な水害調査の開始は明治 4年 12月の「改定水理堤防条目」第 5条
の規定を待たなければならないが※ 2，本件はそれが始まる前の段階における簡略な水害調査と位置
づけられる。 
 ※ 1　本件については，大蔵省記録局（編）『大蔵省沿革志（上巻）』，313頁も，参照せよ。 
 ※ 2　「水理堤防条目ヲ改定ス」（明治 4辛未年 12月 2日，太政官第 631）（後掲）。 
 8．「田高損毛ニ係ル三役永免除ハ自今稟候ヲ要セス」（明治 4辛未年 3月，大蔵省第 7） 
 太政官第三百七十四※ 1ニ依リ消滅 
 　　　　三月　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　府　県 
 其府／県支配地田高損毛並荒所高五分以上ヘ掛リ候伝馬宿入用米六尺給米蔵前入用永免除伺書向後
差出ニ不及直ニ勘定組書付ヘ損毛一村限帳相添可差出此段相達候事 
 ※ 1　「高掛三役ヲ廃ス」（明治 4辛未年 7月 27日，太政官第 374）。これにより高掛三役のうち伝馬宿入用（米）
と六尺給米は制度そのものが廃止，蔵前入用（永）も高掛としては廃止された。そもそも高掛三役は江戸時代
の付加税で，幕府直轄地の農村に村高に応じて課されたが，災害により田高の五分以上の損毛があった村につ
いてはこれが免除される仕組みであった。伝馬宿入用は五街道の宿場費用に充てるためのものであり，また蔵
前入用は江戸浅草の幕府米蔵の諸入用に，六尺給米は江戸城内幕府台所の雑人夫の給米に充てられた。明治政
府は当初，これらの付加税の制度を引き継いでいたのである。尚，高掛三役については，「諸街道駅々ニ附属村々
自村継場並水旱損高等ヲ録上セシム」（明治 2己巳年 9月 14日，第 875）の項も見よ（参照，井上洋『明治前
期の災害対策法令 第 1巻（1868 ― 1870）』，482 ― 483頁）。 
 【注解 1】本達は明治 4年 3月に大蔵省が府県に宛てて発したもので，災害・荒歉により田高の五
分以上の損毛があった村，あるいは災害により村高の五分以上が廃蕪地になった村，これらについ
て高掛三役を免除するに際し，これまでは伺書を作成してそれを大蔵省へ提出し免除の許可を受け
ることとしてきたが，今後はその必要はなく，租税計算書に損毛一村限帳を添付して当該免除処分
を行なった旨送上すればよいと告げている※ 2。本達は，災害減税に関わる事務処理手続きの簡略化
を示達した法令と捉えられる。ただし，本達が発出されてから程なく高掛三役それ自体が廃止され
てしまったため，本達による災害減税に関わる事務処理簡略化の効果は実質化しなかった。 
 ※ 2　本達に関しては，大蔵省記録局（編）『大蔵省沿革志（上巻）』，314頁も参照せよ。 
 【注解 2】上に述べたのは大蔵省が発した，災害減税に関わる事務処理を簡略する趣旨の示達であ
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るが，これと同種の動きをわれわれはほかにも見いだすことができる。それは災害を理由とする課
徴金（海軍資金）の減額申請の処理手続きの簡略化に関する，大蔵省の太政官への稟議である（『大
蔵省沿革志』検査寮の部明治 4年 4月晦条）※ 3。まず，この稟議の全文を紹介するところから始める。 
 　［明治 4年 4月］晦，諸藩其ノ全管轄地ノ水田十分ノ三以上ニ及フ凶荒ニハ海軍資金ヲ減課ス
　可キヲ太政官ニ稟議ス。 
 本省稟議 本司［監督司］立案 ニ曰ク，海軍資金ヲ諸藩ニ課徴スルヤ其ノ五年間ノ実収入額ヲ平
均シ以テ之ヲ派定ス，即チ全管轄地五年間ノ豊熟凶歉及ヒ地所ノ荒廃若クハ復耕ヲ概計シ以
テ課額ヲ派定スル者トス，是ヲ以テ軽易ニ其ノ課額ヲ増減ス可カラス，今マ䆐シ一歳旱䰳ノ
災害ニ罹レル為メニ課額ヲ減セハ，則チ本課額ノ定率ヲ紛乱シテ遂ニ徒為ニ属セシメントス，
然リト雖モ若シ非常ノ災害ニ罹リ田圃荒廃シ両三年ノ間ニ復耕ス可カラサル者ノ如キハ是レ
永荒地ト称ス可キ者ニ係リ，所謂ル一作引 一作引トハ遭災ノ一歳ヲ限リ租額ヲ減䣈スルヲ謂フ ナル
凶荒ニ異ナリ，故ニ本課額ヲ納進スル能ハサルモ亦タ其ノ謂ヒ無キニ非ス，宜ク情実ヲ酌量
シテ以テ請願ヲ聴許スヘシ，然リト雖モ其ノ減課ノ座上ニ断定セントスルハ極メテ難事ニ属
ス，如カシ予メ之レカ制限ヲ設ケ而ル後ニ限期減納ヲ聴許セハ，則チ毎次ニ商量スルノ絮煩
ヲ省却スルヲ得可シ，因テ思フ諸藩ノ其ノ全管轄地十分ノ三以上ニ渉ル荒凶ニハ審査ヲ経テ
減課ヲ允許シ，十分ノ三以下ニ係ル荒凶ニハ一切ニ減課ヲ聴容スル莫カル可シ，是レ宜ク其
ノ規例ヲ立定スヘキ者ナルモ，其ノ事ノ兵制ニ関渉スルカ故ニ請フ兵部省ニ垂問シテ其ノ意
見ヲ対議セシムルヲ 
 ※ 3　大蔵省記録局（編）『大蔵省沿革志（上巻）』，406頁。下の引用文中の下線は，そこが割注の部分であること
を示す。 
 2．ついで上記稟議の要約を記す。 
 　海軍資金を諸藩に課しているが，その課額は，その藩の過去五年間の実収入額の平均を算出し，
それにもとづいて決定したものである。このような次第であるから派定額はこれをかるがるしく動
かしてはならないものである。 
 　今もしある一年に日照りや洪水により災害が発生したために，（発生した災害の規模を査定しそ
れに応じて）この課額を減じるならば，課額の標準（定額／標準額）を乱すことになり，ついには
定額の決定という行為それ自体を無駄なことにしてしまうだろう。（だから，その年その年災害に
罹ったからといって，それを理由に一々査定を行ない，定額から相当の減額をなす，これはすべき
ではない。） 
 　しかしながら，もし非常の災害に遭い，水田が荒廃して二三年では復耕できないような場合には，
これはもう永荒地というべきものが発生したということであり，海軍資金の定額を納進できずとも
理由のないこととはいわれないのである。だからこの場合には，事情を考慮して減額の請願を聴許
するのが適当である。 
 　とはいうものの，その減額の当否，程度を官署の机上で断定することはむずかしい。そこで，あ
らかじめこれ以上の凶荒でなければ減額は認められないという限界線を定めておいて，それを適用
して減課の申請を処理するならば，申請があるたびに個別の事例についてあれこれはかり考える煩
わしさを回避できる。 
 　よって次のように提案する。諸藩の全管轄地の 10分の 3以上の荒凶が発生した場合には，審査
を行なったうえで海軍資金の拠出額の減額を認めることとする。しかし，荒凶であっても全管轄地
の 10分の 3を超えない場合には，いっさい減課を認めない。 
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 3．これは，災害を理由として諸藩から提出される海軍資金（課徴金）の減額申請の，処理手続き
簡略化に関する大蔵省の太政官への稟議である。明治 3年 9月 10日，政府は「藩制」を布告し，
そのなかで各藩に藩高の 4.5パーセントにあたる額を，海軍資金として政府に拠出するよう命じ
た※ 4。この海軍資金の拠出にかかわり，災害が発生した場合に諸藩から提出される減額申請への対
応の仕方が，当稟議では論じられている※ 5。 
 　災害が発生した場合に地方庁（府県，諸藩）から付加税や課徴金にかかわってその減免の申請が
政府に提出される。その申請処理の事務を簡略化せんとする，あるいは申請処理事務の混乱・停滞
を回避せんとする，この点で明治 4年 3月大蔵省第 7と同 4月晦付の大蔵省稟議には共通の意図が
見られる。 
 ※ 4　「藩制」（明治 3庚午年 9月 10日，第 579），参照。 
 ※ 5　『大蔵省沿革志』検査寮の部明治 4年 4月晦条は本稟議の採否を記していない。 
 4．本項で取り上げたこれらふたつの事例の意味するところは何だろうか。第一。災害が起これば
地方庁から付加税や課徴金の減免申請が提出される。これを大蔵省は無視できなかったということ
である。当時大蔵省は，税や課徴金の徴収を厳しい態度で進めていたが，その大蔵省でも，「非常
ノ災害ニ罹リ田圃荒廃シ両三年ノ間ニ復耕ス可カラサル者ノ如キ」については，「宜ク情実ヲ酌量
シテ以テ請願ヲ聴許」せざるを得なかった。第二。税や課徴金の徴収を厳しく進める方針の大蔵省
にとって，地方庁から次々提出される減免申請に対して緩い対応はできない。しかし，“適正”，厳
格な査定を行なおうとすれば，時間も人手もいるのである。大蔵省にとり，災害発生にともない地
方庁から提出される付加税や課徴金の減免申請への対応は，事務の点から明らかに負担であった。
上に述べた事例が意味するところのふたつめはこの点である。 
 　明治 4年の春から夏にかけての時期，災害の発生にともなって出される（政府直轄地＝府県から
の）減税申請や（諸藩からの）課徴金の減免申請に対して，大蔵省は手続きの簡略化や画一的な基
準の設定により，事務処理の煩瑣と混乱を避けようとする動きを見せた。これは明治 2，3年の災
害（水害および長雨や冷夏による凶荒＝農業災害）による減税申請や課徴金の減免申請がいかに多
かったか，そしてその認否の事務量がいかに大きなものであったかを窺わせるものである※ 6。その
なかでも大蔵省は，事務的な煩瑣を回避しつつ，いかに一定量の政府資金を確保するかという問題
意識で対応した。災害にともなう課徴金減免申請処理事務の発生の問題を取り上げた，明治 4年 4
月晦付の稟議には，この大蔵省の問題意識が明らかである。 
 ※ 6　政府は，明治 2年夏以降，「会計官処務条規」や「府県奉職規則」といった規程や「畑方貢米引方ハ稟候処
置セシム」（明治 3庚午年正月 28日，第 62）（70 ― 5）などの法令を公布することにより，税の減免や賑恤の実
施にかかわる地方官の専断を禁じたが，そのことは申請の殺到というかたちで中央にはねかえってきたと見
るべきであろう。尚，「会計官処務条規」については「会計官職制章程ヲ定ム」（明治 2己巳年 5月 8日，第
425）（69 ― 16），「府県奉職規則」については「府県奉職規則」（明治 2己巳年 7月 27日，第 675）（69 ― 26）の
各項を参照せよ。 
 9．「府藩県川々往来船筏ノ定税ヲ開申セシム」（明治 4辛未年 4月 3日，民部省第 8） 
 　　　　四月三日（大蔵省連署）　　　　　　　　　　　　　　　　　府藩県 
 是迄取立来候川々往来船筏之定税巨細取調四国西国ハ五月其他者四月限可届出事 
 　　　　明治四辛未年三月 
第八
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 【注解】明治 3年 3月 14日民部省は府藩県に達を発出し，府藩県が従来各管轄内の河川を上り下り
する船および筏流しより取り立ててきた定税について，これを詳細に取り調べて民部省に報告する
よう求めた※ 1。これは船筏定税の実態調査とでも言うべきものであったが，調査の目的は堤防修理
の財源としての河川税の設定にあった。民部省は，定税としての河川税を設け，堤防修理費の財源
（の一部）をそこに求めることを計画していたのである※ 2。 
 　本件が伝えるのも，明治 3年 3月 14日の達と同じ内容である。府藩県が従来各管轄内の河川を
往来する船および筏流しから取り立ててきた定税について，これの調査と報告を指示している。本
件も堤防修理の財源調達問題の文脈に位置づけられる達である。 
 ※ 1　「府藩県川々往来船筏定税ヲ録上セシム」（明治 3庚午年 3月 14日，第 204）（参照，井上洋『明治前期の災
害対策法令 第一巻（1868 ― 1870）』，632 ― 633頁）。 
 ※ 2　参照，大蔵省記録局（編）『大蔵省沿革志（上巻）』，264頁。尚，当時民部省は大蔵省と合併しており，租税
司も民部省に属していた。それゆえ，明治 3年 3月 14日付の達を発した民部省は，民部＝大蔵省と表記すべ
き存在であったことに注意する必要がある。 
 10．「新規定免伺定免切替届一村限帳雛形ヲ定ム」（明治 4辛未年 4月 3日，大蔵省第 8） 
 五年七月十八日大蔵省達※ 1参看 
 　　　　四月三日 
 
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　何府／県 
 何ヨリ何マテ何ケ年季明 
 当何ヨリ何マテ何ケ年季定免願　　　何国何郡何村 
 一反別何程 
 　　　内反別　　　　　　　　　　　　　　　年々引 
 　　　　　此高 
 　　　　反別　　　　　　　　　　　　　　　連々引 
 　　　　　此高 
 　　　　　　小以反別 
 　　　　　　　此高 
 　　　残反別 
 　　　　此高　　　　　　　　　　　　　　　反米 
 　　　　　此貢米　　　　　　　　　　　　　高免 
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　毛付免 
 　　　　　　　内米　　　　　　　　　　　　　増 
 　　　　　　　　内米　　　　　　　　　　　定免切替増 
 　　　　　　　　　米　　　　　　　　　　　本免入増 
 　　　　　　　　　米　　　　　　　　　　　何々増 
 　　　　　　此訳 
 　　　田反別 
 　　　　此高 
第八
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 　　　内反別　　　　　　　　　　　　　　　年々引 
 　　　　　此高 
 　　　　反別　　　　　　　　　　　　　　　連々引 
 　　　　　此高 
 　　　　　　小以反別 
 　　　　　　　此高 
 　　　残反別 
 　　　　此高　　　　　　　　　　　　　　　反米 
 　　　　　此貢米　　　　　　　　　　　　　高免 
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　毛付免 
 　　　　　　　内米　　　　　　　　　　　　　増 
 　　　　　　　　内米　　　　　　　　　　　定免切替増 
 　　　　　　　　　米　　　　　　　　　　　本免入増 
 　　　　　　　　　米　　　　　　　　　　　何々増 
 　　　　　内 
 　　　　反別　　　　　　　　　　　　　　　本田 
 　　　　　此高　　　　　　　　　　　　　　反米 
 　　　　　　此貢米　　　　　　　　　　　　免 
 　　　　反別　　　　　　　　　　　　　　　何々新田 
 　　　　　此高　　　　　　　　　　　　　　反米 
 　　　　　　此貢米　　　　　　　　　　　　免 
 　　　　反別　　　　　　　　　　　　　　　取下 
 　　　　　此高　　　　　　　　　　　　　　反米 
 　　　　　　此貢米　　　　　　　　　　　　免 
 　　　畑反別 
 　　　　此高 
 　　　内反別　　　　　　　　　　　　　　　年々引 
 　　　　　此高 
 　　　　反別　　　　　　　　　　　　　　　連々引 
 　　　　　此高 
 　　　　　　小以反別 
 　　　　　　　此高 
 　　　残反別 
 　　　　此高　　　　　　　　　　　　　　　反米 
 　　　　　此貢米　　　　　　　　　　　　　高免 
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　毛付免 
 　　　　　　　内米　　　　　　　　　　　　　増 
 　　　　　　　　内米　　　　　　　　　　　本免入増 
 　　　　　　　　　米　　　　　　　　　　　何々増 
 　　　　［内］ 
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 　　　　反別　　　　　　　　　　　　　　　本畑 
 　　　　　此高　　　　　　　　　　　　　　反米 
 　　　　　　此貢米　　　　　　　　　　　　免 
 　　　　反別　　　　　　　　　　　　　　　新畑 
 　　　　　此高　　　　　　　　　　　　　　反米 
 　　　　　　此貢米　　　　　　　　　　　　免 
 　　　　反別　　　　　　　　　　　　　　　何々取下 
 　　　　　此高　　　　　　　　　　　　　　反米 
 　　　　　　此貢米　　　　　　　　　　　　免 
 但新規定免ノ分ハ此処ヘ前二十ケ年増減差引ヲ付ケ可申減米相立候分ハ其訳下ケ札ニ
可申立候事 
 　　　　　一切替ノ分ニテモ元年季ヨリ年季ヲ延シ又ハ切替増無之分ハ相伺可申事 
 右ハ支配地村々干支新規定免／定免切替一村限書面之通ニ御座候也 
 　　　　干支　　　　　　　　　　　　　　　　　　府／県　印 
 右雛形ニ傚ヒ来申年以来切替並ニ新規定免ノ分共取調尤同年季ノ分ハ総寄ニテ一村限帳相添兼テ相
達候期限通差出可申事 
 新規定免並ニ切替ニテモ元年季ヨリ年季ヲ延シ又ハ切替増無之分同年季ヲ組合何村外何ケ村ト致
シ合反別高諸引残反別高取米等巨細ニ相認奥文言ヲ附ケ前二十ケ年差引尤一村限帳ヘモ同断二十
ケ年差引ヲ附ケ相添可相伺事 
 一定免切替相当ノ増米致シ元年季ニ振置候分モ同年季ヲ組合前同断相認奥文言ヲ附ケ一村限帳相
添可相届尤二十ケ年差引ニハ不及候事 
 　　　　辛未六月十三日 
 ※ 1 　「新規定免調方ヲ定ム」（明治 5壬申年 7月 18日，大蔵省）。 
 【注解】本件は，大蔵省が府県に宛てて頒示した新規定免伺と定免切替届の雛形である。大蔵省は
明治 2年秋ごろより財務関係の届，伺，諸帳簿の作成様式の統一化に取り組んでいたが※ 2，本件も
その流れに属する。財務関係の諸書類および諸帳簿の作成様式の統一化の意義については，これを，
明治 2年初夏以降会計官―大蔵省によって強力に推し進められた，財政確立，貢租増徴の方向での
府県に対する財政的統制の一環と押さえることができる。本件で見ると，新規定免および定免切替
における免（租率）が増徴に向けて慎重に決定されるよう書類の様式や手続きが工夫され，それが
雛形中に嵌め込まれている※ 3。届や伺の形式の統一的設定は単なる書式の問題ではなく，貢租増徴
の政策と深く結びついていたのである。 
 　次に，本件を災害対策との関係で把握する。本件を災害対策との関係で見るならば，本件は，租
税関係の伺・届・帳簿の定例として，連々引や取下などの災害減税を意味する項目や，本免入増な
どの農地災害の復旧状況を表わす項目を含んでいるから，災害減免税の実施状況を表わす項目を含
む伺書，届書，帳簿の雛形を頒示する法令，あるいは被災農地の復旧状況を表わす項目を含む伺書，
届書，帳簿の雛形を頒示する法令と位置づけられる※ 4。また，本件を，《災害対策に関係する経費
の調達，負担区分や，租税事務会計事務の処理手続きについての法令》として捉えるならば，その
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なかに災害対策（災害減免税，被災農地の復旧）に関わる項目を含む徴租関係の伺書，届書，帳簿
の雛形を頒示する法令と記述されよう※ 5。 
 ※ 2　参照，井上洋『明治前期の災害対策法令 第一巻（1868 ― 1870）』，1006 ― 1010頁。 
 ※ 3　たとえば，新規定免伺には，提案されている徴租高と，過去 20年間の各年の徴租高との差引増減を記載さ
せる項目があり，もし伺書に記載されている徴租高が過去 20年間の各年の徴租高に比し減額の提案となって
いるときには，伺書に付箋を付けて事情を説明することが求められている。また，定免切替届の場合でも，切
替後の年季が元年季より長い場合や，切替による租額の増加が見られない場合には，届ではなく，伺いを立て
る手続きが指定されている。 
 ※ 4　ただし雛形中本免入増，免上増などの項目は，そのままただちに被災農地の復旧状況を示すとは限らない。
というのは，これらの項目中には新田の開発（新規農地の開発）の場合も含まれるからである。本免入増，免
上増などの項目から被災農地の復旧状況を見ようとする場合には当該村に係る他の帳簿との対照が必要になろ
う。 
 ※ 5　尚，本件に関しては，大蔵省記録局（編）『大蔵省沿革志（上巻）』，314頁も参照せよ。 
 11a．「府藩県諸拝借証文ヲ改ム」（明治 4辛未年 4月 10日，太政官第 180） 
 第三百四十四※ 1参看 
 　　　　　　四月十日（布）　　　　　　　　　　　　　　　　府　藩　県 
 一府藩県諸拝借之儀最初返納期限取極大蔵省ヨリ直ニ受取候外租税ノ内ヲ以貸渡候分或ハ最初用意
金等ノ訳ヲ以大蔵省ヨリ受取先ニ於テ貸渡取計候分共総テ今度証文書改相成候間是迄拝借米金共
未納ノ分一旦大蔵省ヘ返納更ニ拝借ノ積相心得可申尤年賦ニテ既納有之分ハ残高残年季ヲ以証書
何レモ各通ニ取調東京貢納ノ諸県租税ノ内ヲ以貸渡候分並大蔵省ヨリ受取候分ハ当六月中旬迄ニ
同省ヘ差出証書引換可申京阪ヘ貢納ノ諸県及同所ニテ受取候分ハ右両所ニ於テ同様引換可申事 
 但租税ノ内ヲ以貸渡候分ハ最前伺済ノ書面相添可差出且本文之通証文書改候以後ハ別段勘定組
伺ニ不及別紙雛形ニ照準シ証書相認可差出尤出納勘定帳組方ノ儀ハ兼テ達置候通※ 2相可心得
事 
 一拝借其外年賦上納金等是迄十二月中ニ相納候処以後ハ其年十一月限大蔵省ヘ上納可致事 
 　　但正米ノ儀ハ貢米同時上納ノ事 
 右之通可相心得事 
 　（別紙） 
 　証文雛形 
 五年太政官第百九十一号※ 3ヲ以テ改ム 
 　　　　　本紙西ノ内紙 
 　　何国村々何々拝借証文 
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　何　府　県 
 　　　　　　　　　証 
 一金／米何程　　　　　　　　　　　　　　何国　何村　夫食代 
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　何村　種籾 
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　何村　類焼 
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　何村　何々　　拝借 
 　　　　但当干支ヨリ来ル干支迄何ヶ年賦壱ヶ年何両ツヽ返納 
 右拝借金受取相渡申候尤返納ノ儀ハ書面割合ノ通取立相納皆済ノ節納手形ヲ以此証文ト引換可申候
第百八十
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仍而証書如件 
 　　年号干支月日　　　　　　　　　　　　　　　　　　何府県　印 
 　　　　　　　大蔵省 
 　官員拝借ノ分モ右ニ照準シ証文認可差出事 
 ※ 1　「府県諸拝借改正ニ付証文書改方再達」（明治 4辛未年 7月 10日，太政官第 344）。本項の【付録 1】を参照せよ。 
 ※ 2　参照，「租税並ニ出納勘定仕上規則改正」（明治 4辛未年正月 13日，太政官第 17）。 
 ※ 3　「府県拝借米金証書雛形改正」（明治 5壬申年 6月 25日，太政官第 191号）。 
 【注解】『大蔵省沿革志』出納寮の部明治 4年 4月 10日条は，「府県ノ経費米金ハ証票ヲ以テ交付シ
及ヒ府藩県ノ貸付米金ノ証券ヲ改換セシム可キヲ太政官ニ稟議シ，裁可宣達ス」の項目の下に，本
件発出を太政官に稟請する文書を載せる※ 4。すなわち， 
 本省稟議 本司立案 ニ曰ク，府県ノ経費ハ其ノ歳額ヲ概計シ租税額内ヨリ扣断シテ之ヲ支用セシ
メ，堤防工費其ノ他ノ臨時費用
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
モ亦タ租税額内ヨリ交付スル者往往ニ之レ有リ，是カ為メニ出
納ノ区別ヲ明判ス可カラサルニ因リ，今後ハ特ニ交付証票 此ノ証票ハ赤色紙ヲ以テ之ヲ製ル，故ニ
呼テ赤紙切手ト称ス ヲ製リ備置米金ヲ首メ租税額内ヨリ交付スル者ニ至ルマテ総テ此ノ交付証票
ヲ以テ交付シ，日後租税ヲ納致スルノ日ニ於テ金米ト共ニ之ヲ納致セシメハ，則チ順序簡易ニ
シテ出納ノ区別自カラ明判ナルヲ得可シ，抑モ府県庁内ニ多数ノ常備金及ヒ備置米金ヲ貯存ス
ル地方ノ如キハ非常ノ異変有ルニ当タリ其ノ虞懼ス可キ実ニ浅少ナラス，此ノ如キノ地方ハ米
ハ一次，金ハ二三次ニ派分シ，初次ニハ租税額内ヨリ交付証票ヲ以テ交付シ，後次ニハ見貨逓
送ノ労費ヲ省ク為メニ務メテ夏成税金等ヲ充用シ，又タ交付証票ヲ以テ交付セン，夫レ各地方
ノ貸付米金ノ如キモ従来租税額内ヨリ那移貸付セル者多ク之レ有リ，為メニ我省ノ出納原簿ニ
漏脱シ其ノ不粛ナル最モ甚シ，如カシ一旦之ヲ還納セシメ而シテ更ニ我省ヨリ貸付スル順序ヲ
践行シ以テ其ノ証券ヲ改換セシメンニハ， 三月失日。 
 　本件は，直接には，府藩県が罹災窮民に対して夫食代・種籾代などの名目で貸し付けた政府米金
の証書の書き換えを，府藩県に指示したものであるが，上の引用からわかるように，次掲の「府県
置米金其他請払等改正条項」（明治 4辛未年 4月 10日，太政官第 182）と連結されており，大局か
ら見ると，大蔵省が府県の出納を正確に把握し，それを管理するための措置として導入されたもの
であることが知られる。 
 ※ 4　大蔵省記録局（編）『大蔵省沿革志（上巻）』，544 ― 545頁。下線はそこが割註の部分であることを示す（加え
て同所はポイントも落としてある）。この点，『大蔵省沿革志』からの引用に付き，以下も同様である。 
 2．『大蔵省沿革志』出納寮の部明治 4年 4月 10日条は，上引の稟議に続けて，太政官がこれを裁
可し府藩県に宣達した文書も載せている※ 5。 
 府藩県ニ宣達シテ曰ク，府藩県ノ貸付米金ハ其ノ償納年期ヲ限定シテ大蔵省ヨリ領受セル者ヲ
除クノ外，租税額内ヨリ貸付セシ者，或ハ初メ予備金等ノ名目ヲ以テ大蔵省ヨリ領受シ更ニ人
民ニ貸付セシ者ハ今回総テ其ノ貸付証券ヲ改換セシムルニ由リ，凡ソ貸付米金ノ未償ニ係ル者
ハ一旦大蔵省ニ還納シテ更ニ之ヲ借受スル順序ヲ践行ス可シ，且ツ年賦貸付米金ノ既ニ幾分ヲ
償納セル者ハ，其ノ剰残ト年期トヲ計定シテ亦タ其ノ貸付証券ヲ改換セシム，故ニ東京輸納ニ
属スル諸県ノ租税額内ヨリ貸付セシ者及ヒ大蔵省ヨリ領受セシ者ハ本年六月中旬ヲ期シ大蔵省
ニ開申シテ新旧ノ貸付証券ヲ交換シ，京都，大阪輸納ニ属スル諸県モ亦タ之ニ取準ス可シ，但
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タ租税額内ヨリ貸付セシ者ハ最初稟決セシ文書ヲ副具ス可ク，貸付証券ヲ改換スル以後ハ復タ
特ニ計算方法ヲ開申スルヲ須ヒス，即チ別款ノ式様 不録 ニ照準シテ証券ヲ送上ス可ク，出納勘
定帳ヲ編成スルハ一ニ前日布令セシ例規※ 6ニ照依スルヲ要ス，凡ソ貸付金ノ還納及ヒ年賦貸
付金ノ償納等従前歳ノ十二月ヲ以テ其ノ期限ト為セシ者今後ハ十一月ヲ以テ大蔵省ニ納致シ，
実米ヲ以テ還償スル者ハ租米ト同時ニ納致ス可シ。 
 　上引の『大蔵省沿革志』の記事も参考にしながら本布告の趣旨を書き出すと，それは次のようで
ある。すなわち，府藩県が罹災窮民に対して貸し付けた政府米金について，返済年限を明確に定め
て大蔵省より領受したものを除いて，収納した租税金の内から貸し付けたもの，あるいは，予備金，
常備金などの名目で大蔵省より金穀を領受し，その中から人民に貸し付けたもの（第二常備金から
の貸し付け）は，今回すべてその貸付証券（借用証書）の書き換え（改換）を命じる。よって，貸
付米金で未償のものについては，これを一旦大蔵省に還納し，そのうえで改めて返済条件を明確に
して同額を借り受けるという手続き（扱い）を取るべきものとする。また，年賦返納という条件で
貸し付けた米金で，すでにその幾分かが返済されているものについては，その残額と残りの年季を
もって証券（証書）を書き換えることとする。東京に租税米金を輸納する諸県は，収納した租税金
の内から貸し付けたもの，予備金，常備金などの名目で大蔵省より金穀を領受し，その中から人民
に貸し付けたもの（第二常備金からの貸し付け）について，これらを本年 6月中旬までに大蔵省に
開申して，旧い貸付証券（借用証書）を新しいものと交換すべし。京都，大阪に租税を輸納する諸
県も，上に準じて交換事務を取り行うべし。貸付金の還納および年賦貸付金の償納であるが，これ
まではその年の 12月をもってその期限としてきたが，今後は 11月中に大蔵省に納致すべきものと
する。また実米をもって償還する場合は，租米と同時に納致すべし。 
 　本布告は，府藩県が夫食代・種籾代などとして人民（罹災窮民）に貸し付けていた政府米金の貸
付証券（借用証書）を，別紙雛形の形式で書き換えるよう，府藩県に命じたものである。具体的に
は，府藩県が人民に貸し付けていた政府米金のうち，収納した租税金の内から貸し付けたもの，あ
るいは，予備金，常備金などの名目で大蔵省より金穀を領受し，その中から貸し付けたもの（第二
常備金からの貸し付け）について，証券の書き換えを指示した。これにより，大蔵省は，府藩県が
行なっていた政府資金の貸付事務の全体を把握しようと試みたのである。 
 ※ 5　大蔵省記録局（編）『大蔵省沿革志（上巻）』，545頁。『法令全書』のテクストとは異なるが，趣旨は同一で
ある。法令文の形式ではないためわかりやすく，事柄の理解のために便宜である。よってこれも全部引くこと
にする（ただしここで引くのは「府藩県諸拝借証文ヲ改ム」に関係する部分のみ。この部分に関し全部という
ことである）。 
 ※ 6　「租税並ニ出納勘定仕上規則改正」（明治 4辛未年正月 13日，太政官第 17）（前掲）。 
 3．本布告を災害対策の側から見るならば，これと次掲の「府県置米金其他請払等改正条項」によ
り罹災者に対する救助貸（賑貸）がその額，返済条件とも大蔵省によって一元的に管理されること
となった，と捉えられる※ 7。実効はともかく，制度としてはそのようなものがここに立てられたの
である。 
 　罹災者に対する生活支援策，とくに食糧，種籾，農具等の手当ての方面での救助政策については，
明治 2年 7月 14日の「夫食種籾農具等貸下ノ措置ヲ定ム」により，渡し切り（被下切）から貸し
渡し（御貸渡）へと方針の転換がなされ，貸し渡しに際しての条件として無利子・年賦返納が提示
された※ 8。こののち明治 2年秋以降，民部＝大蔵省は，府県に対し，なるだけ租税を凶作対策に費
消しないようにすべしという方針を出し，貢租収納増加政策の反面として，救助の抑制を進めるに
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至った※ 9。本布告による救助目的での政府資金の貸付事務の現状の把握と，次掲の「府県置米金其
他請払等改正条項」による該事務への統制の導入も，その実質における意味についてはこの文脈で
理解される必要があろう。統一された貸付証券（借用証書）の様式の提示と，それへの書き換えの
指示（文書形式の統一），そして政府米金の支出に際しての交付証票制度の採用は，実質的には救
助の厳格化と結びついていたということである。 
 　もうひとつ，本布告から確認できることは，当時，府藩県が罹災窮民に対して貸し付けていた政
府米金には，①返済年限を明確に定めて大蔵省より領受したもの，②収納した租税金の内から貸し
付けたもの，③予備金，常備金などの名目で大蔵省より金穀を領受し，その中から人民に貸し付け
たもの（第二常備金からの貸し付け）の 3種類の区別があったということである。政府米金という
点では同一だが，その分類において異なる 3つがあったということである。 
 ※ 7　本布告に別紙として添付された証文雛形は，府藩県 ― 府藩県は，村方と大蔵省との間で，政府米金を大蔵
省より領受し，これを村方に貸し渡す，また，村方より返納金を取り立て大蔵省に上納する，という役割を
もった ― が，大蔵省に対し，（a）貸付金を大蔵省より受け取り村方へ渡したことを開申し，（b）条件通り返
済金を取り立てて上納する旨誓約する，という形式になっている（証文には拝借目的・拝借米金高・拝借村方
名・返納条件が明記される）。政府（大蔵省）は，本布告によって，災害に遭って困窮している人民に対し府
藩県が行なっていた，政府米金の夫食代・種籾代などの名目での貸し渡しについて，目的・総額・返済条件を
すべて把握し，また同日に発出された「府県置米金其他請払等改正条項」（明治 4辛未年 4月 10日，太政官第
182）により，以後も府県の貸し渡し事務を把握し続けることができるような仕組みを立てたのである。 
 ※ 8　「夫食種籾農具等貸下ノ措置ヲ定ム」（明治 2己巳年 7月 14日，第 652）の項を見よ（参照，井上洋『明治前
期の災害対策法令 第一巻（1868 ― 1870）』，381 ― 398頁）。 
 ※ 9　「水火災ノ節窮民救助ノ措置ヲ定ム」（明治 2己巳年 12月 8日，第 1130）の項を見よ（参照，井上洋，同上書，
567 ― 575頁）。 
 4．【付録 1】および【付録 2】は，貸付証券の書き換えが大蔵省の思うようには進まなかったこと
を示すものである。ふたつとも貸付証券の書き換えを府県に督促する内容のものであるが，とくに
【付録 2】には「自然延滞ニ及候ハヽ其責知参事ニ帰シ可申事」と書かれており，この問題に対す
る大蔵省の強い姿勢と，その裏面での焦りが見られる。 
 【付録 1】 「府県諸拝借改正ニ付証文書改方再達」（明治 4辛未年 7月 10日，太政官第 344） （281頁。） 
 大蔵省第八十一参看 
 　　　　　　　　七月十日（達）　　　　　　　　　　　　　　　　府　県 
 府県諸拝借改正ニ付当六月中旬迄証文書改可申旨先般相達置候処今以差出不申不都合ノ事ニ候条有
無共早々取調大蔵省ヘ申立兼テ布告ノ通可取計事 
 【付録 2】 「府県諸拝借改正ニ付証文書改ヲ督促ス」（明治4辛未年10月22日，大蔵省第81） （566頁。） 
 　　　　　　十月二十二日　　　　　　　　　　　　　　　　　　　府　県 
 府県諸拝借改正ニ付証文書改メノ儀ニ付テハ再応御布告ノ趣モ有之候処今以不差出向モ有之不都合
ニ候条当十一月限無相違有無共取調可差出事 
 　自然延滞ニ及候ハヽ其責知参事ニ帰シ可申事 
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